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人事行政の運営の状況



Ⅰ　職員の任免及び職員数の状況

１．採用者等

(１)新規採用の状況

< 競争試験 > < 選　　考 >

134

一 般 事 務

教 員 325

2

小 計

8

上
　
級

中
　
級

総 合 土 木 2

3

医 師 3

任 期 付 職 員
（ 一 般 事 務 ）

4
小 計

1

2

行 政
（社会人経験者）

林 業
（社会人経験者）

1

12

電 気 2

小 計

4畜 産

農 業

警 察 事 務 2

医 療 Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ 計 7

教 育 事 務 4 警
察
官

林 業 2

採用者数 計 617

小 計 78

選考　計 398

小 計 39619

競 争 試 験 計 219

そ
の
他
選
考

警 察 官 B 34

医
療
Ⅲ

警 察 官 A 44

小 計 0

小 計 6 小 計

保 健 師

消 防

職業訓練指導員

研 究 員

小 計 1

助 産 師
医療ソーシャルワーカー

113

児童自立支援
専 門 員

3
林 業

海 事

学校栄養職員 1

総 合 土 木

4

1

1

1

3

保 健 師 3

12

8

4

医
療
Ⅰ

薬 剤 師 2

管 理 栄 養 士 1

医
療
Ⅱ

　職員の採用は、原則として人事委員会が行う競争試験によることとし、その職の特殊性や公募の困難性
等から競争試験になじまないものについてのみ選考により行うこととしています。
　平成２９年度の新規採用者数の内訳は以下のとおりです。

試 験 区 分 採用者数 試 験 区 分 採用者数 試 験 区 分 採用者数

(単位：人)

一 般 事 務 2身
体
障
害
者

特
別
選
考

行 政 45

建 築

化 学 2

教 育 事 務

警 察 事 務

司 書 2

2

12

音 楽 隊 楽 長 1

埋 蔵 文 化 財

看 護 師

2

1

2技 能 労 務 職

水 産

24

獣 医 師 11

上・中・初級　計

看 護 師
（ 経 験 者 ）

5

警 察 官 武 道
（ 柔 道 ）

警 察 官 武 道
（ 剣 道 ）

2

2

初
　
級 総 合 土 木 3

4
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(２)再任用の状況

【各任命権者合計】 (単位：人)

短時間勤務

(注)括弧書きは、平成２９年度に新たに再任用された者の数を、内数として再掲しています。

２．退職者等

(１)退職の状況

【各任命権者合計】 (単位：人)

(２)再就職の状況

(1)

54 (16)

8 (6)

4 (2)

3 (1)

19 (11)

223 (92)

27 (13)

338 (141)

9 (1)

9 (1)

計

13 107 834

定 年
退 職

勧 奨
退 職

早期退職
募集制度
退 職

普 通
退 職

在職期間の
通算を伴う
退職等＿＿

分 限
免 職

1 6 74

24 1

7 63

懲 戒
免 職

失 職

466

1 23 2 1

9 28

100 22 6

3

再 任 用
後 の 離
職 者 ＿

2

死 亡
退 職

5

3 6 1 13

1 2

54企 業 職

8

4 25 186

438

2 25 22 11

1 5

97

2

2

3

10

16

268

医 療 職

研 究 職

海 事 職

一 般 行 政 職

40

　平成２９年度中に県を課長級以上の職で退職した職員の再就職状況については、
県庁ホームページ　http://www.pref.oita.jp/soshiki/11200/saishushoku.html　に掲載しています。

企 業 職

技 能 労 務 職

教 育 職

警 察 職

計

9 (1)

計

4 34 4

2 137 112

警 察 職

教 育 職

技 能 労 務 職

3

19

214

27

(16)

(6)

(2)

(1)

(11)

(91)

(13)

一 般 行 政 職

海 事 職

研 究 職

医 療 職

　県職員として培った知識・経験を活用するとともに、年金支給開始年齢の段階的な引き上げに対応するた
め、退職後も引き続き県の組織内で雇用されることを希望する職員を再雇用する再任用制度を実施していま
す。
　平成２９年度における再任用者数の内訳は以下のとおりです。

329 (140)

　平成２９年度の退職者数の内訳は以下のとおりです。

9

計

15 時 間 30 分 以 上
19時間22分30秒未満

19時間22分30秒以上
23 時 間 15 分 未 満

23 時 間 15 分 以 上
27時間7分30秒未満

27時間7分30秒以上
29時間3分45秒未満

29時間3分45秒以上
31 時 間 以 下

常時勤務

54

8

4

消 防 職
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３．職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由
(単位：人)

（注）１　職員数は一般職に属する職員数であり、不測の退職等による欠員を含む。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　　　３　数値は平成29年度、平成30年度とも４月１日現在のものである。

（２）年齢別職員構成の状況（平成３０年４月１日現在）

　

（注）職員数は総務省定員管理調査の結果（実員ベース）によるもので、上記（１）の数字と異なる。

国民文化祭及び全国障害者芸術・文化祭開催に向けた準
備体制強化

育休等代替職員の減、権限委譲、退職不補充（技能労務
職）等

ラグビーワールドカップ２０１９大分開催に向けた準備体制の
強化等

研修派遣の減、過員解消等

△ 8

3

△ 6

主　な　増　減　理　由

免許取得待ち職員の減等

発電所リニューアル推進体制の強化等

研修派遣・業務援助の減、過員解消等

研修派遣、育休等代替職員の配置等

災害復旧対応、育休等代替職員の配置等

40歳

業務援助の減

児童生徒数減少による教員の減等

56歳

△ 58

60歳52歳

55歳

人

2,489 401

人 人

退職不補充（技能労務職）等

計

0

以上

人

0

43歳

32歳

～

人

5

△ 7

0

12

44歳

～

1

47歳

48歳

～

16,849

人 人

2,554

59歳

～

51歳

1,958

12

9,834

　 　[　     △69］

～

104

2,123

　　[      18,152］

△ 6612,349

5

12,283

△ 65

755

16,854

　　[      18,083］

9,899

対前年
増減数

16,912

278

647 650

77

平成30年度

職　　　員　　　数

936

187

平成29年度

944

　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

総 務 部

一
般
行
政
部
門

807

68

3,808

国 民 文 化 祭 ・
障害者芸術 文化 祭局 19

559

215

企 画 振 興 部

福 祉 保 健 部

生 活 環 境 部

272

566

215

192

商 工 労 働 部

農 林 水 産 部

△ 1

819

652

6

2

5

土 木 建 築 部

会 計 管 理 局

657

1,266 1,241

31歳 39歳

1,175

27歳 35歳

3,810

66

行 政 委 員 会

2,437 2,437

77

小　計

24

13

区　分

人

電 気 ・ 工 業 用 水
道

103

人人 人

病 院

未満

～

20歳

～

761

～

24歳 28歳

～ ～

36歳

特
別
行
政
部
門

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

職員数
66

小　計

合　　計

595

23歳

20歳

△ 2

小　計

警 察

教 育

1,430 1,551

人 人

大 学

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%
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（３）職員数の推移

（単位：人・％）

　　　　　　　　　年　度
部門別

２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年

一般行政 3,773 3,790 3,804 3,807 3,828 3,827 54 (1.4％)

教育 10,088 10,010 9,981 9,938 9,920 9,854 ▲ 234 (▲ 2.3％)

警察 2,364 2,386 2,384 2,393 2,390 2,400 36 (1.5％)

普通会計計 16,225 16,186 16,169 16,138 16,138 16,081 ▲ 144 (▲ 0.9％)

公営企業等会計計 733 742 755 749 755 768 35 (4.8％)

総合計 16,958 16,928 16,924 16,887 16,893 16,849 ▲ 109 (▲ 0.6％)

（注）職員数は総務省定員管理調査の結果（実員ベース）によるもので、上記（１）の数字と異なる。

過去５年間の
増減数（率）
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Ⅱ 職員の人事評価の状況

任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用するため、職員の人事評価を行っていま

す。平成２９年度の人事評価の概要は、以下のとおりです。

（１）能力評価

ア．知事部局・企業局

評価 の 対 象 一般職の常勤職員で、以下の職員を除く者

ア 評価対象期間のうち実勤務が１／６に満たない者

イ 臨時的任用職員

評 価 者 一次評価者：被評価者となる職員の職務内容や職務に対する姿勢等を的確に

把握でき、職員に対して業務面等で実質的な指導を行う立場に

ある身近な上司（班総括、地方機関の部・課・室長 等）

最終評価者：被評価者となる職員の日常の職務遂行状況などについて指揮監

督する立場にある上司（所属長、部局長 等）

評価対象期間 平成２８年１０月 １日～平成２９年 ９月３０日

評 価 方 法 ９～１０項目の項目別評価(５段階)と項目別評価を総括する総合評価(７段

階)により評価

評価 結 果 の ・任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用

活 用 方 法 ・職員の能力開発、人材育成のツールとして活用

イ．病院局

評価 の 対 象 大分県立病院の病院行政職及び病院医療職（一）～（三）の給料表の適用を

受ける職員で、以下の職員を除く者

ア 評価対象期間のうち実勤務が１／６に満たない者

イ 臨時的任用職員

評 価 者 被評価者が病院局次長の場合：病院局長

被評価者が事務局長の場合：院長

被評価者がその他所属長の場合：事務局長

被評価者が上記以外の場合：所属長

評価対象期間 平成２８年１０月 １日～平成２９年 ９月３０日

評 価 方 法 ９～１５項目の項目別評価（５段階）と項目別評価を総括する総合評価（７

段階）により評価

評価 結 果 の ・任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用

活 用 方 法 ・職員の能力開発、人材育成のツールとして活用

- 5 -



ウ．教育庁

評価 の 対 象 （事 務 局）全職員 （勤務実績のない者を除く。）

（小中学校・県立学校）

全職員（ただし、次の者を除く。）

・長期研修中の者

・充て指導主事

・休職、育児休業等により勤務実績が１ヶ月に満たない者

・臨時的任用職員、非常勤職員

評 価 者 （事 務 局）被評価者が教育次長、所属長の場合：教育長

被評価者が所属内職員の場合：所属長

（小中学校）

・被評価者が校長、学校支援センター所長の場合：市町村教委の教職員人

事担当課長等

・被評価者が所属内教職員（学校支援センター所長が評価する者を除

く。）の場合：校長

・被評価者が学校支援センター事務職員の場合：学校支援センター所長

（県立学校）

被評価者が校長の場合：高校教育課長、特別支援教育課長

被評価者が所属内教職員の場合：校長、副校長（分校に限る）

評価対象期間 （事 務 局） 平成28年10月1日～平成29年9月30日

（小中学校・県立学校） 平成28年10月1日～平成29年9月30日

評 価 方 法 （事 務 局）９～１０項目の項目別評価（５段階）

（小中学校・県立学校）１０項目の項目別評価（５段階）

評価 結 果 の （事 務 局）

活 用 方 法 ・人事管理（異動・昇任等）や人材育成等に活用している。

・給与面での処遇（査定昇給反映）

（小中学校・県立学校）

・人事管理（異動・管理職選考試験等）や研修等の人材育成等に活用して

いる。

・給与面での処遇（査定昇給反映）

エ．警察本部

評価 の 対 象 定期評定 下記(１)～(４)を除く職員

（１）警察法（昭和29年法律第162号）第56条第１項に規定する地方警務官

（２）臨時的任用職員

（３）その他大分県警察本部長が指定する職員

（４）休職、育児休業等により評価期間内における勤務をした日数がおおむ
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ね1月に満たない職員

評 価 者 １ 第一次評価者

２ 第二次評価者

３ 最終評価者

評価対象期間 定期評定

平成２８年１０月１日～平成２９年９月３０日

評 価 方 法 現実に職員が職務執行の中でとった行動を、規定に定める標準職務遂行能力

に照らし、当該職員が発揮した能力の程度を評価することにより行う

評価 結 果 の 評定結果については、各級昇任試験、昇給、表彰、人事配置等に反映させて

活 用 方 法 いる。

（２）業績評価

ア．知事部局・企業局

評価 の 対 象 一般職の常勤職員で、以下の職員を除く者

ア 評価対象期間のうち実勤務が１／６に満たない者

イ 臨時的任用職員

評 価 者 一次評価者：被評価者となる職員の職務内容や職務に対する姿勢等を的確に

把握でき、職員に対して業務面等で実質的な指導を行う立場に

ある身近な上司（班総括、地方機関の部・課・室長 等）

最終評価者：被評価者となる職員の日常の職務遂行状況などについて指揮監

督する立場にある上司（所属長、部局長 等）

評価対象期間 前期：平成２９年 ４月 １日～平成２９年 ９月３０日

後期：平成２９年１０月 １日～平成３０年 ３月３１日

評 価 方 法 あらかじめ設定した目標(３～５項目)に対する達成度による目標別評価(５段

階)と目標別評価を総括する総合評価(７段階)により評価(付加評価あり)

評価 結 果 の ・任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用

活 用 方 法 ・職員の能力開発、人材育成のツールとして活用

イ．病院局

評価 の 対 象 大分県立病院の病院行政職及び病院医療職（一）～（三）の給料表の適用

を受ける職員で、以下の職員を除く者

ア 評価対象期間のうち実勤務が１／６に満たない者

イ 臨時的任用職員

評 価 者 被評価者が病院局次長の場合：病院局長

被評価者が事務局長の場合：院長

被評価者がその他所属長の場合：事務局長
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被評価者が上記以外の場合：所属長

評価対象期間 前期：平成２９年 ４月 １日～平成２９年 ９月３０日

後期：平成２９年１０月 １日～平成３０年 ３月３１日

評 価 方 法 あらかじめ設定した目標（３～５項目）に対する達成度による目標別評価

（５段階）と目標別評価を総括する総合評価（７段階）等により評価

評価 結 果 の ・任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用

活 用 方 法 ・職員の能力開発、人材育成のツールとして活用

ウ．教育庁

評価 の 対 象 （事 務 局）全職員 （勤務実績のない者を除く。）

（小中学校・県立学校）

全職員(ただし、次の者を除く)

・長期研修中の者

・充て指導主事

・休職、育児休業等により勤務実績が１ヶ月に満たない者

・臨時的任用職員、非常勤職員

評 価 者 （事 務 局）被評価者が教育次長、所属長の場合：教育長

被評価者が所属内職員の場合：所属長

（小中学校）

・被評価者が校長、学校支援センター所長の場合：市町村教委の教職員人

事担当課長等

・被評価者が所属内教職員（学校支援センター所長が評価する者を除

く。）の場合：校長

・被評価者が学校支援センター事務職員の場合：学校支援センター所長

（県立学校）

・被評価者が校長の場合：高校教育課長、特別支援教育課長

・被評価者が所属内教職員の場合：校長、副校長（分校に限る）

評価対象期間 （事 務 局）

・中間評価（平成29年4月1日～平成29年9月30日)

・期末評価（平成29年10月1日～平成30年3月31日)

（小中学校・県立学校）

・中間評価（平成29年4月1日～平成29年9月30日)

・期末評価（平成29年10月1日～平成30年3月31日)

評 価 方 法 （事 務 局・小中学校・県立学校）

・項目別評価（５段階）

評価 結 果 の （事 務 局）
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活 用 方 法 ・給与面での処遇

（中間評価：当該年度１２月勤勉手当反映）

（期末評価：翌年度６月勤勉手当反映（全職員））

（小中学校・県立学校）

・給与面での処遇

（中間評価：当該年度１２月勤勉手当反映）

（期末評価：翌年度６月勤勉手当反映（全教職員））

エ．警察本部

評価 の 対 象 定期評定 下記(１)～(４)を除く職員

（１）警察法（昭和29年法律第162号）第56条第１項に規定する地方警務官

（２）臨時的任用職員

（３）その他大分県警察本部長が指定する職員

（４）休職、育児休業等により評価期間内における勤務をした日数がおおむ

ね1月に満たない職員

評 価 者 １ 第一次評価者

２ 第二次評価者

３ 最終評価者

評価対象期間 定期評定

平成２８年１０月１日～平成２９年９月３０日

評 価 方 法 職員が果たすべき役割について、業務に関する目標を定めることその他の方

法により当該職員に対してあらかじめ示した上で、当該役割を果たした程度

を評価することにより行う。

評価 結 果 の 評定結果については、各級昇任試験、勤勉手当、表彰、人事配置等に反映さ

活 用 方 法 せている。
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１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２９年４月１日現在の人数（臨時講師は除く）である。
      ３　給与費計には臨時講師分が含まれている。
　　　４　括弧書きの値は臨時講師分を給与費計から除いたもので算出している。

（３）ラスパイレス指数の状況

(注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）

　　　 を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算し

　　　 た指数。

　　 ２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を

　　　 加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラス　　

　　　 パイレス指数。

　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の支給基準に基づく地域手当支給率）

　 　　　 により算出。）

Ⅲ　職員の給与の状況

（参考）人 件 費 人 件 費 率

27.6

（参考）一人当たり

(68,646,522)

7,035

人

職員数

　　計　　　Ｂ 給与費 　B/A

千円

(108,370,384)

千円

3,149,577

Ｂ／Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

Ｂ

％％

28年度の人件費率

千円千円

155,219,829

Ａ

561,387,622

（30.1.1現在）

29年度

給　 料

千円人　

区　　分

区　　分 歳 出 額 実 質 収 支

12,783,60672,239,168

住 民 基 本 台 帳 人 口

職員手当

29 年度
1,169,158

千円

(27,372,571)

Ａ

16,138

期末・勤勉手当 一人当たり給与費

(12,351,291)

（参考）都道府県平均

28.1

千円 千円

28,501,566 113,524,340 7,174

　　　　　千円

(6,715)

(H27.4.1)

99.8

（99.8）
(H27.4.1)

99.7

(H28.4.1)

99.7

（99.7）

(H28.4.1)

100.3 

(H29.4.1)

99.7

（99.7）

（H29.4.1）

100.2 

（H30.4.1）

99.7

（99.7）

（H30.4.1）

100.1 

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

大分県 都道府県平均
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（４）給与改定の状況

①月例給

　　　　　　　

②特別給（期末・勤勉手当）

　　　　　　　

（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　　実施　　　未実施　　］

　実施内容（平均引下げ率、実施時期、経過措置の有無等具体的な内容）

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、国と同じく平均２％引下げ。激変緩和のため、５年間（平成３２年３月３１日ま

　　　　で）の経過措置（現給保障）を実施。

　　　　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）国と同様の見直しを実施済（本県内に支給対象地域はなし）

（実施時期）平成２７年４月１日

③その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施済み。（平成２７年４月１日実施）

（６）特記事項

特になし

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員
     の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

月

0.05

月 月

較差公務員給与 給　与　改　定　率

A-B

（参考）

4.454.40

A B

国　の　改　定　率

（改定率）

人事委員会の勧告

円

0.26

区　　分

0.16

円

361,695

勧　告

0.26

％

( 0.26 ％ )

民間給与

％

較差

933円

（参考）人事委員会の勧告

民間の支給

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
     パイレス比較した平均給与月額である。

360,762

％
30年度

4.45

国　の　年　間

月

（改定月数）

月

A-B 支　給　月　数

勧　告

4.45 0.05

区　　分 年間支給月数

　支給月数　　B　割合　　　　　A

公務員の

月
30年度

　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等
に取組むとされている。

- 11 -



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（３０年４月１日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

【給与水準の適正化の取組】

※１８年４月１日から、給料表の水準を平均４．８％引下げる給与構造改革を実施している。

6,364,193

2,808,700

うち運転手 6,240,062

2.32

うち守衛

2.21

区　　分

うち運転手 340,891

2,553

6,408,088

うち学校給食員

50.7

2,823,400

56.7

209,200

357,326379,720

民間(D)

※参考（事務補佐は一般行政職との比較）

年収ベース（試算値）の比較

23

286,817

用務員

52.9

1.80

195,700

-

-

2.07

1.88

1.88206,500

207,200

-

平均給与月額

　　大分県

389,205

－

うち学校給食員

350,900

国 43.5

の 類 似 職 種

-

※民間（事務補佐は一般行政職との比較）

327,050

A／B
平均給与月額対応する民間

平　均　年　齢

341,816

210

6,229,182

　 　一般行政事務を行わせるために、全員を一斉に行政職に切り替える動きもあるが、能力検証が不十分なまま、公権力の行
　使も伴う行政職に切り替えることが妥当なのかどうかという問題があるため、能力実証ができるまでの過渡的な措置として、技
　能労務職員の身分のまま、一般行政事務を行う職。

参考

410,940

－

0.97

－

-

0.9442.9 400,374

※本県では、これまで時代に合わなくなった現業業務の見直しを実施している。

うち用務員

3,047,200

公務員(C)

4

国

平均給料月額

327,009

（国比較ベース）

-

※現業業務の見直しにより過員となった技能労務職員については、「事務補佐」（※）として一般行政事務に従事しており、現業業務に
　は全く従事していないので、民間の同業職種との比較をすることは困難である。
　　したがって、比較対象職種は、同じ業務に従事する本県の「一般行政職員」としている。

380,786

区　　分

－

都道府県平均

42.9大分県

53.3

－

404,835

358,294

守衛

－

うち用務員

350,966

53.2うち守衛

359,500

　　大分県

61.6

54.7 12

9 56.5

387,664

うち事務補佐 339,57152.6

377,625

63.1

92

自家用乗用自
動車運転者

350,260

区　　分

(B)

公　務　員

(A)

377,747

職員数平　均　年　齢

－

208 －

354,538

413,909

平均給与月額

平均年齢

43.1

平均給与月額

403,374

369,953

329,845

（国比較ベース）

うち事務補佐 6,184,722

6,512,104

平均給料月額
平均給与月額

45.1

357,627

328,637

55.6

358,883376,252 調理師

359,900

2.05

【業務の見直し】

　○「事務補佐」とは…

※「事務補佐」のメリット
　　技能労務職員が一般行政分野の業務に従事することで、
　　 ①一般行政分野の定数を削減する効果がある。
  　 ②一般行政職よりも給与水準が低い技能労務職が、一般行政事務に従事することにより、総人件費を抑制する効果がある。
   　③「事務補佐」として一般行政事務での経験を積んだうえで、人事委員会が実施する準採用試験（行政職初級レベル以上）を
　　　　受け、行政職へ任用替えを実施しているので、行政職への一斉切替と違い不適応者の発生を回避できる。

324,106

－

-

※１７年４月１日から、給料表の水準を全国中位まで引下げる（約△１０％）とともに、給料表を通し号給制から職務内容に応じた５級制に
　移行。なお、新給料表への切替にあたっては、現給保障せずに１万円程度引下げたうえで切替を実施。

－－

C／D

2.542,503,900

都道府県平均
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　　　③高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

　　　④小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

　　　⑤警 察 職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、３０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で

 　　　 ある。                                                                          
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時
　　　　間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

（２）職員の初任給の状況（３０年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（３０年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

区　　　分

区　　分

大分県

都道府県平均

区　　分 平均年齢

都道府県平均

38.6

38.4

平均給料月額

平均給与月額

警　察　職
284,300

257,020

207,500

区　　　         分

高　校　卒
高等学校教育職

43.0

375,279

419,034

320,873

大　学　卒

技 能 労 務 職

高　校　卒
小・中学校教育職

47.2

179,200

162,500

一般行政職

大　学　卒

小・中学校教育職

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

区　　分

高　校　卒

172,700

大分県

317,397

高　校　卒

高　校　卒

経験年数１０年

大分県

一 般 行 政 職

高　校　卒

－

警 察 職
大　学　卒

416,894

国

208,000

368,727

－

大　学　卒

－

147,100

379,941

－

－

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

－

高　校　卒

大　学　卒

－

149,200

大　学　卒

348,569

379,256

308,019

354,888

経験年数２０年

320,732

平均給料月額 平均給与月額

都道府県平均

国

平均年齢 平均給与月額

平均給料月額

440,397

46.4

高 等 学 校 教 育 職

448,172395,778

361,178

456,228

41.3

151,500

44.8

431,403

347,083

－

259,954

経験年数２５年

（国比較ベース）

350,978

－

397,640

大　学　卒

平均年齢

－

439,647

406,926393,510

－

平均給与月額

経験年数３０年

387,582

356,824

410,421

422,258

－

大　分　県

－

395,616

185,800

－

310,087

355,620

－

207,500

218,860

312,525

205,200

－

304,300

－

343,675

379,441

－

169,500

405,850

403,346379,730

403,212

－

426,434

376,411

379,810

技能労務職
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（３０年４月１日現在）

（注）１　大分県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　　　

主査又は主任の職務

１　主幹又は副主幹の職務
２　困難な業務を行う主査の職務
３　地方機関の課長の職務

１　課長補佐（室長補佐を含む。以下同じ。）
の職務
２　困難な業務を行う主幹の職務
３　困難な業務を行う地方機関の課長の職務

１　本庁又は委員会等の事務局の課長（本庁
の所長又は室長を含む。以下同じ。）、総務
企画監又は参事の職務
２　地方機関の次長の職務
３　地方機関の部長、室長、総務企画監又は
参事の職務

４級

１　本庁の部長又は会計管理者の職務
２　理事の職務
３　委員会等の事務局の長の職務

２　　級

３　　級

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う
主事又は技師の職務

標準的な職務内容

6.2% 1.5%21.6%５年前

30.3%

7.4% 20.1% 29.3%

１　　級

区　　分

228,900円

定型的な業務を行う主事及び技師の職務

6.3%7.3%

0.5%

3.1%

592人

878人

527,100円

6.3%

７級

29.5%

５級

0.4%

９級

12.2%

１　本庁の審議監又は局長の職務
２　参事監の職務
３　困難な業務を行う地方機関の長の職務

257人

１年前 14.8% 3.3%

８　　級

18人

3.1%

１級 ６級３級

９　　級

22.4%15.1%7.7%

２級

H３０ 13.7%

６　　級

４　　級

５　　級

７　　級

1,157人

１　困難な業務を行う本庁又は委員会等の事
務局の課長、総務企画監又は参事の職務
２　地方機関の長の職務
３　困難な業務を行う地方機関の次長の職務
４　困難な業務を行う地方機関の部長、室
長、総務企画監又は参事の職務

8.2% 22.7%

120人

458,000円0.5%

1.5% 0.5%

８級

6.6%

1.6%

300人

537人

22.4%

1.5%

6.6% 362,300円

60人

29.5%

職員数
１号給の
給料月額

13.7%

247,100円

最高号給の
給料月額

142,600円

192,700円

349,600円

303,800円

7.7%

15.1%

構成比

468,200円

262,000円

318,500円

383,800円

288,000円 393,600円

444,500円

409,800円

407,700円

１級 7.7% １級 8.2%
１級 7.3%

２級 13.7% ２級 12.2%
２級 7.4%

３級 15.1% ３級 14.8%
３級 20.1%

４級 29.5% ４級 30.3% ４級 29.3%

５級 22.4% ５級 22.7% ５級 21.6%

６級 3.1% ６級 3.3% ６級 6.3%

７級 6.6% ７級 6.3% ７級 6.2%８級 1.5% ８級 1.6% ８級 1.5%

９級 0.5% ９級 0.5% ９級 0.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成３０年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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（３）昇給への人事評価の活用状況　(大分県)

イ　人事評価を活用している  

　 　活用している昇給区分

　　上位、標準、下位の区分

　　上位、標準の区分

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない

　　活用予定時期

４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円　

（２９年度支給割合） （２９年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役 職 加 算：５%～２０% 役 職 加 算：５%～２０%

管理職加算：１０% 管理職加算：１０%～２５%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況　（一般行政職）　（大分県）

イ　人事評価を活用している

　活用している成績率

　 　　上位、標準、下位の区分

　　上位、標準の区分

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない

　　活用予定時期

（２）退職手当（３０年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし )

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２９年度に退職した職員に支給された平均額である。

○

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

○

管理職員

○ ○ ○

管理職員

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　     応募認定・定年

○

33.27075

1,727

一般職員

○ ○ ○

33.27075

大分県

昇給可能な
区分

○

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

○

昇給実績が
ある区分

一般職員

2.6

（0.8５）

1.8

１人当たり平均支給額（２９年度）

国

24.586875

39.7575

28.0395

47.709

28.0395

定年前早期退職特例措置（２～４５%加算）

47.709

平成30年4月2日から平成31年4月1日
までにおける運用

22,6416,957

19.6695

47.709

47.709

39.7575

大分県

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

－

2.6

24.586875

（1.45）

47.709 47.709

国

（1.45） (0.85)

19.6695

1.8

定年前早期退職特例措置（２～４５%加算）

○

平成30年度中における運用
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（３）地域手当

（３０年４月１日現在）

千円

　 円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

平　均　支　給　率 ％ ％

（４）特殊勤務手当（３０年４月１日現在）

支給実績（29年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 　 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度決算） 　 ％

手当の種類（手当数）

＊詳細は別紙参照

（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、企業会計等を除く普通会計か
　　　　ら給与を支給されている一般職の職員に対し国の率で支給したと仮定した場合
　　　　の加重平均の支給率である。

      ２　仙台市と気仙沼市については、東日本大震災に係る宮城県の復旧事業等に従
        事する派遣職員の取扱に関する協定により、宮城県の関係規定に基づいて支給
        している。

支給職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算）

10

617,217

20

3,822,715

562

太宰府市 3

支給実績（２９年度決算）

7

849,274

43

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日
　　　現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）
　　　であり、短時間勤務職員を含む。

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

支給実績（28年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

29 20

支給実績（２９年度決算）

東京都特別区

支給率

6

16 8

0

3

支給対象地域

31,478

支給対象職員数

16

191,407

582

福岡市

16.8

0

－

大阪市

16.4

3

10

2

国の制度（支給率）

27.5

16,842県内全市町村

仙台市 4.5 1

長崎市

3,596,351

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数） ( 99.7 )

99.7

1 3
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（６）その他の手当（３０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

331,407

農林漁業普及指導手当

100,803

扶養親族のある職員に対して
支給。
（配偶者９，５００円、子８，５００
円）

支給実績
（2９年度決算）

人事委員会が指定する
管理職に対して支給（定額）

交通機関、交通用具利用者
に対して支給。
（２，１００～５５，０００円）

医師のうち採用による欠員の
補充が困難であると認められ
る職で人事委員会規則で定
めるもの。
月額　最高　月額368,000円

2,229,905

同

千円

6,625 千円

千円

千円

千円

国の制度と
の異同

2,071,100

国の制度と
異なる内容

手　当　名

同

離島その他の生活の著しく
不便な地に所在する公署に
勤務する職員に対し支給。
４／１００～１２／１００

264,880

18,456同

高等学校で、定時制又は
通信制の課程を行う校長又は
教員、実習助手に対し支給。
5/100・3/100
4/100・2/100   （管理職手当
受給者）

千円

定時制通信教育手当

1,093,550

制度完成
までの経過

農林水産業者に対して普及
指導を行う職員又は調査研究
を行う職員に対し支給。
８／１００

60,503

宿日直を命ぜられた職員に対
して支給。
（1回につき4,200円～21,000
円）

一部異なる

1,330,627

205,354

扶養手当

産業教育手当

千円

高等学校で農業、水産、工業
に係る産業教育に従事する
教員に対して支給。
５／１００以内

千円

647,444義務教育等教員特別手当

管理職員特別勤務手当

214,92726,436

71,535

249,11476,478

小学校、中学校、高等学校、
盲学校、ろう学校及び特別支
援学校に勤務する教員に対し
級号給に応じて支給。

管理職手当を受給している職員が休日
等において、臨時又は緊急の業務のた
め勤務した場合に支給。
４，０００円～１２，０００円

千円 72,649

平均支給年額
支給職員１人当たり

宿日直手当

同

単身赴任手当

初任給調整手当

特地手当

へき地手当

千円

同

同 千円

71,492

単身赴任者に対して
月額３０，０００円（距離加算あ
り）

管理職手当

交通条件及び自然的、経済
的文化的諸条件に恵まれな
い山間地、離島その他の地域
に所在する小中学校に勤務
する職員に対し支給。
６／１００～２２／１００

一部異なる

千円

１／２加算

内容及び支給単価

月額１２，０００円を超える家賃
を支払っている職員に対して
支給。　（２７，０００円上限）

通勤手当

住居手当 千円

168,715

（2９年度決算）

285,942

326,534

千円

701,893

318,437

459,405

215,350

317,991

同

1,021,893
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別紙

違反犬の捕獲等

52千円

千円

171千円

811千円

37千円

4千円

89千円

千円

千円

消防訓練補助業務手当 消防学校職員
消防学校の教育訓練の基準に定める教育訓練
の補助業務

千円

70千円

105千円

千円

狂犬病予防作業手当

千円

368千円

947千円

877千円

53千円

907千円

124千円

491,258千円

71,159千円

千円

1,012千円

207千円

１日230円

2,721千円

432千円

148千円

139千円

30千円

1,792千円

学校職員

警察手当 警察職員 犯罪予防及び捜査等

415千円

16千円

915千円

887千円

188千円

7千円

災害応急作業手当

1千円

千円

355千円

2,130千円

1,345千円

181千円

1日380円（牛のと殺 1日760円）

技能労務職員

警察職員

伝染病防疫作業手当
家畜保健所等職員

家畜伝染病のまん延を防止するために行うと殺
作業等

1日380円（牛のと殺 1日760円）

1日230円

農業大学校等職員

危険現場作業手当 土木事務所等職員 危険を伴う現場での業務 1日230円

１体300円

1日230円

動物死がい処理等手当 土木事務所職員
動物の死がい処理等の応急措置若しくは緊急対
応の業務等

実技指導補助手当 実習生等の実技指導の補助

1日200円

通信教育添削指導等手当 学校職員 通信教育の添削指導等 1月4,000円～6,000円

夜間実習手当 高校学校職員
畜産、農産物加工その他実習に関する業務に
夜間宿泊して従事した場合

１夜　5,900円

１時間　1,300円以内

介護業務従事手当 特別支援学校職員 児童又は生徒の介護業務に従事した場合 １日250円

1日1,400円～8,000円

入学者選抜事務手当 学校職員 週休日等に入学者選抜事務に従事する場合 １時間　400円以内

教育業務連絡指導手当

漁獲手当 海洋科学高校職員
練習船における漁業実習の指導業務に従事す
る場合

漁獲物売払金額から販売手数料を差し引いた額の20%以内

危険物取扱手当 農業高校職員
有毒農薬を使用して行う農作物等の害虫防除作
業

1日290円

県立盲学校職員

夜間定時制勤務手当 定時制高校職員
高等学校の夜間定時制課程に本務として勤務
する場合

教育職員以外の職員　１日200円

実習船指導教官手当 海洋科学高校職員 練習船に乗り組んで行う指導業務 遠洋漁業実習1日5,100円　それ以外1日1，700円

１日100円

航空機搭乗作業手当 廃棄物対策課等職員 航空機に搭乗して行う作業 １時間1,900円

犯罪捜査等従事手当　１日560円　等

多学年学級手当 学校職員 多学年学級における授業又は指導 1日290円

213,485千円

公害防止手当 保健所等職員 公害関係法規に基づく工場等への立入検査等 １日230円

土木事務所等職員
重大な災害の発生した箇所若しくは発生するお
それの著しい箇所で行う応急作業等

巡回監視1日350円　応急作業等1日530円

災害応急手当 土木事務所等職員
重大な災害の発生した箇所若しくは発生するお
それの著しい箇所で行う応急作業等

巡回監視１日350円　応急作業等１日530円

保健所等職員 狂犬病の予防注射、咬傷犬の検診等 1日350円

し尿処理施設検査手当 保健所等職員 し尿処理施設の検査作業

1日350円

用地交渉手当 土木事務所等職員
公共用地の取得等に係る所有者及び権利者と
直接面接して行う交渉

１日580円

社会福祉業務手当 こども・女性相談支援センター等職員 社会福祉業務の補助業務 1日290円

保健所等職員

1日230円

用地交渉手当 土木事務所等職員 １日580円

漁業取締手当 漁業管理課職員

公共用地の取得等に係る所有者及び権利者と
直接面接して行う交渉

漁業関係法規違反の疑いがある船舶に係る海
上で行う漁具等の検査、被疑者の検挙等

１日500円

1日290円

家畜等取扱手当 畜産研究部等職員 特に危険を伴う種畜の取扱い 1日230円

伝染病患者等の救護又は伝染病菌が付着した
物件の処理作業等

1日290円

危険物取扱手当 農業大学校等職員
有毒ガスの発生を伴う化学分析又は有毒農薬を
使用した農作物の害虫駆除

直腸検査補助手当

保健所等職員

畜産研究部等職員 家畜の直腸検査の補助作業

伝染病防疫作業手当
家畜保健所等職員

家畜伝染病のまん延を防止するために行うと殺
作業等

土木事務所等職員 特殊建設現場における危険の伴う作業

潜水作業 1時間　310円～1,500円（潜水深度に応じる）

1日290円～600円

水産試験場等職員

保健所等職員 社会福祉業務

1日230円～270円

1日290～300円

家畜等取扱手当 保健所等職員 と畜検査、食鳥検査及び家畜の直腸検査等 1日230～680円

狂犬病予防作業手当

特殊現場作業手当

1日290円

潜水作業手当

保健所等職員 精神障害者等の家庭訪問指導等

社会福祉業務手当

担当兼務手当 高校学校職員
全日制課程の職員が定時制課程の教科を担任
して従事する場合等

災害時緊急作業・修学旅行等指導手当 学校職員
非常災害時等の緊急業務又は修学旅行等の指
導業務

学校職員
教務その他の教育に関する業務についての連
絡調整及び指導助言

細菌検査、放射線作業手当 保健所等職員
病理細菌検査又は人体へ放射線を照射する作
業

１日650円

理療科手当 理療に関する実技の教育指導に従事した場合

危険物取扱手当 消防保安室等職員
火薬類取締法等に規定する検査、有毒ガスの発
生を伴う化学分析等

精神障害者訪問指導等手当

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

税務手当 県税事務所等職員 県税の賦課徴収事務 １日600～700円

一般職員

支給実績（29年度決算見込）

23,138千円

保健所等職員
伝染病患者等の救護又は伝染病菌が付着した
物件の処理作業等

1日290円

消防訓練手当 消防学校職員 消防学校の教育訓練の基準に定める教育訓練 1日720円

手当の名称 主な支給対象職員
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５　特別職の報酬等の状況（３０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

月分

月分

　　（算定方式） 　（１期の手当額） 　（支給時期）

退職又は任期満了時

退職又は任期満了時

 　       

971,000

区 分

報

酬

副 知 事 959,320

778,000

給　　　　　　　　料　　　　　　　　月　　　　　　　　額　　　　　　　　等

32,407,961
退
職
手
当

給

料

知 事

3.3

　　（２９年度支給割合）

備　　　　　考

861,000

副 議 長

副 知 事

　　（２９年度支給割合）知 事

議 員

議 長

17,237,368給料×在職月数×０．３６７

給料×在職月数×０．５５１

期
末
手
当

3.3

議 長

副 議 長

1,201,320知 事

副 知 事

議 員

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期 （４年＝４８月）勤め
　　た場合における退職手当の見込額である。
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６－１　公営企業職員(企業局)の状況

１　電気事業

(1)職員給与費の状況

　①　決算

Ａ

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費 37,816千円を含まない。

Ａ 計　　Ｂ

人 千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は、３０年３月３１日現在の人数である。

　②　給与制度の総合的見直しの実施状況について

　(ⅰ)給料表の見直し

［　実施　　未実施　］

　実施内容（平均引下げ率、実施時期、経過措置の有無等具体的な内容）

　(ⅱ)地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　(ⅲ)その他の見直し内容

　③　特記事項

　　　　特になし

(2)職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（29年度決算ベース）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）１　「基本給」は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額である。

　　　２　平均月収額には、期末・奨励手当等を含む。

区分 総費用 純損益又は実質収支 職員給与費 総費用に占める （参考）

職員給与費比率 28年度の総費用に占

Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

29年度 千円 千円 千円 ％ ％

１人当たり給与費

1,801,655 538,666 587,777 32.6 31.3

千円

区分 職員数 給　　　　与　　　　費 一人当たり （参考）都道府県平均

給　　料 職員手当 期末・奨励手当 給与費　B/A

106,307 448,643

29年度 千円 千円 千円 千円

6,798 6,867

　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し
　　　　　等に取組むとされている。

　（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日
　（内容）　国と同じく平均２％引下げ。激変緩和のため、５年間(平成３２年３月３１日まで)の経過措置(現給保障)を
　　　　　実施。

　（支給割合）国と同様の見直しを実施済（本県内に支給対象地域はなし）
　（実施時期）平成２７年４月１日

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施済（平成２７年４月１日実施）

66 260,636 81,700

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

大分県企業局 42.1 345,533 566,468

団体平均 44.6 369,164 583,211

事　業　者 － －
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(3)職員の手当の状況

　①　期末手当・奨励手当

千円 千円

期末手当 奨励手当 期末手当 奨励手当

月分 月分 － 月分 － 月分

（1. 45） 月分 （0. 85） 月分 （ － ） 月分 （ － ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：5%～20% －

管理職加算：10%

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

千円 千円

期末手当 奨励手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（1. 45） 月分 （0. 85） 月分 （1. 45） 月分 （0. 85） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：5%～20% 役職加算：5%～20%

管理職加算：10% 管理職加算：10%

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　②　退職手当（３０年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 （支給率） 自己都合

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置 －

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 － ）

１人当たり平均支給額 千円 １人当たり平均支給額 千円

（支給率） 自己都合 （支給率） 自己都合

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 なし ）

１人当たり平均支給額 千円 千円 千円

（注）１　大分県企業局の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　２　大分県企業局の１人当たり平均支給額は電気事業会計によるものであり、工業用水道事業会計との

　　　　両会計の合計による実質１人当たり平均支給額は22,118千円である。

大分県企業局 団　体　平　均

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

1,611 1,620

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

2.6 1.8

大分県企業局 一般行政職（大分県）

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

1,611 1,727

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

2.6 1.8 2.6 1.8

大分県企業局 団　体　平　均

応募認定・定年 応募認定・定年

19.6695 24.586875 － －

28.0395 33.27075 － －

39.7575 47.709 － －

47.709 47.709 － －

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

12,566 10,821

大分県企業局 一般行政職（大分県）

応募認定・定年 応募認定・定年

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算） 定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

12,566 １人当たり平均支給額 6,957 22,641
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　③　地域手当（３０年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

　④　特殊勤務手当（３０年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

　⑤　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１ 　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２

　⑥　その他の手当（３０年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

支給実績（29年度決算） 1,185

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 1,184,640

支給対象地域 支給率 支給対象職員 一般行政職の制度(支給率)

東京都特別区 20 1 20

支給実績（29年度決算） 4,920

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 84,103

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度） 88.6

手当の種類（手当数） 4

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
(29年度決算) 左記職員に対する支給単価

特殊現場作業手当 技術職員 現場における発電施設等の保守・点検業務 3,423 １日610円

危険作業手当 全職員（主に技術職員） 現場における危険の伴う作業 1,426 １時間当たり 250円(特に危険)　180円(左記以外)

ダム業務手当 ダム管理事務所に勤務する職員 週休日における当直業務 58 勤務１回につき7,200円

用地交渉手当 用地交渉を担当する職員
用地の取得に係る所有者及び権利

者と直接面接して行う交渉
13 １日580円

支 給 実 績 （29年度決算） 43,289

職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 766

支 給 実 績 （ 28年度決算 ） 51,811

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 959

　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績(○年度決算)」と同じ年度の４月１日現在の
総職員数（管理職員等制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）である。

一般行政 一般行政職の 支給実績 支給職員１人当た

手当名 内容及び支給単価 職の制度 制度と異なる り平均支給年額

との異同 内　　　　容 （29年度決算） （29年度決算）

管理職手当 企業局長が指定する管理職に対し
て支給（定額） 同 6,699 744,296

扶養手当
扶養親族のある職員に対して支
給。
（配偶者9,500円、子8,500円）

同 11,841 303,603

住居手当
月額12,000円を越える家賃を支
払っている職員に対して支給
（27,000円上限）

同 4,068 312,900

通勤手当 交通機関、交通用具利用者に対し
て支給（2,100円～55,000円） 同 7,491 129,151

単身赴任手当 単身赴任者に対して月額30,000円
（距離加算あり） 同 － －

夜間勤務手当
正規の勤務時間が夜間（22:00～
5:00）に割り振られている職員に
対して支給（25/100）

同 1,307 326,654

宿日直手当 宿日直を命ぜられた職員に対して
支給（4,200円～7,200円） 同 792 88,000

管理職員特別
勤務手当

管理職手当を受給している職員が
休日等において臨時又は緊急の業
務のため勤務した場合等に支給
（3,000円～10,000円）

同 108 11,978
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２　工業用水道事業

(1)職員給与費の状況

　①　決算

Ａ

Ａ 計　　Ｂ

人 千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は、３０年３月３１日現在の人数である。

　②　給与制度の総合的見直しの実施状況について

　(ⅰ)給料表の見直し

［　実施　　未実施　］

　実施内容（平均引下げ率、実施時期、経過措置の有無等具体的な内容）

　(ⅱ)地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　(ⅲ)その他の見直し内容

　③　特記事項

　　　　特になし

(2)職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（29年度決算ベース）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）１　「基本給」は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額である。

　　　２　平均月収額には、期末・奨励手当等を含む。

区分 総費用 純損益又は実質収支 職員給与費 総費用に占める （参考）

職員給与費比率 28年度の総費用に占

Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

29年度 千円 千円 千円 ％ ％

１人当たり給与費

1,665,153 561,983 336,006 20.2 21.4

千円

区分 職員数 給　　　　与　　　　費 一人当たり （参考）都道府県平均

給　　料 職員手当 期末・奨励手当 給与費　B/A

66,770 261,523

29年度 千円 千円 千円 千円

7,068 6,399

　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し
　　　　　等に取組むとされている。

　（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日
　（内容）　国と同じく平均２％引下げ。激変緩和のため、５年間(平成３２年３月３１日まで)の経過措置(現給保障)を
　　　　　実施。

　（支給割合）国と同様の見直しを実施済（本県内に支給対象地域はなし）
　（実施時期）平成２７年４月１日

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施済（平成２７年４月１日実施）

37 157,098 37,655

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

大分県企業局 43.7 361,860 581,162

団体平均 43.9 349,728 533,622

事　業　者 － －
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(3)職員の手当の状況

　①　期末手当・奨励手当

千円 千円

期末手当 奨励手当 期末手当 奨励手当

月分 月分 － 月分 － 月分

（1. 45） 月分 （0. 85） 月分 （ － ） 月分 （ － ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：5%～20% －

管理職加算：10%

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

千円 千円

期末手当 奨励手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（1. 45） 月分 （0. 85） 月分 （1. 45） 月分 （0. 85） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：5%～20% 役職加算：5%～20%

管理職加算：10% 管理職加算：10%

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　②　退職手当（３０年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 （支給率） 自己都合

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置 －

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 － ）

１人当たり平均支給額 千円 １人当たり平均支給額 千円

（支給率） 自己都合 （支給率） 自己都合

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 なし ）

１人当たり平均支給額 千円 千円 千円

（注）１　大分県企業局の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　２　大分県企業局の１人当たり平均支給額は工業用水道事業会計によるものであり、電気事業会計との

　　　　両会計の合計による実質１人当たり平均支給額は22,118千円である。

大分県企業局 団　体　平　均

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

1,781 1,508

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

2.6 1.8

大分県企業局 一般行政職（大分県）

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

1,781 1,727

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

2.6 1.8 2.6 1.8

大分県企業局 団　体　平　均

応募認定・定年 応募認定・定年

19.6695 24.586875 － －

28.0395 33.27075 － －

39.7575 47.709 － －

47.709 47.709 － －

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

9,552 11,249

大分県企業局 一般行政職（大分県）

応募認定・定年 応募認定・定年

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算） 定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

9,552 １人当たり平均支給額 6,957 22,641
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　③　地域手当（３０年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）　地域手当の支給対象となる職員はいない。

　④　特殊勤務手当（３０年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

　⑤　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１ 　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２

　⑥　その他の手当（３０年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

支給実績（29年度決算） －

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） －

支給対象地域 支給率 支給対象職員 一般行政職の制度(支給率)

支給実績（29年度決算） 1,606

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 58,400

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度） 73.3

手当の種類（手当数） 3

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
(29年度決算見込) 左記職員に対する支給単価

特殊現場作業手当 技術職員
現場における工業用水道施設等の
保守・点検業務

1,409 １日610円

危険作業手当 全職員（主に技術職員） 現場における危険の伴う作業 196 １時間当たり 250円(特に危険)　180円(左記以外)

用地交渉手当 用地交渉を担当する職員
用地の取得に係る所有者及び権利
者と直接面接して行う交渉

1 １日580円

支 給 実 績 （29年度決算） 16,688

職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 530

支 給 実 績 （ 28年度決算 ） 23,038

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算） 623

　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績(○年度決算)」と同じ年度の４月１日現在の
総職員数（管理職員等制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）である。

一般行政 一般行政職の 支給実績 支給職員１人当た

手当名 内容及び支給単価 職の制度 制度と異なる り平均支給年額

との異同 内　　　　容 （29年度決算） （29年度決算）

管理職手当 企業局長が指定する管理職に対し
て支給（定額） 同 5,068 844,610

扶養手当
扶養親族のある職員に対して支
給。
（配偶者9,500円、子8,500円）

同 5,739 249,522

住居手当
月額12,000円を越える家賃を支
払っている職員に対して支給
（27,000円上限）

同 2,755 306,133

通勤手当 交通機関、交通用具利用者に対し
て支給（2,100円～55,000円） 同 3,208 118,822

単身赴任手当 単身赴任者に対して月額30,000円
（距離加算あり） 同 － －

夜間勤務手当
正規の勤務時間が夜間（22:00～
5:00）に割り振られている職員に
対して支給（25/100）

同 2,518 314,775

宿日直手当 宿日直を命ぜられた職員に対して
支給（4,200円～7,200円） 同 － －

管理職員特別
勤務手当

管理職手当を受給している職員が
休日等において臨時又は緊急の業
務のため勤務した場合等に支給
（3,000円～10,000円）

同 73 12,217
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６－２　公営企業職員(病院局)の状況

１　職員給与費の状況

　 （１）決算

　　　　　　　

（注）　職員給与費とは、給料、諸手当、退職給与金、法定福利費である。

　　　　　　　

（注）　 １　職員数は、平成30年3月31日現在の人数である。
２　職員手当には退職給与金を含まない。

　 （２）給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　　　実施　　　　　未実施　　　］

　実施内容（平均引下げ率、実施時期、経過措置の有無等具体的な内容）

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

③その他の見直し内容

２　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況 (平成29年度決算)

（医師）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（看護師）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（事務）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

　（注）１　「基本給」は、給料、扶養手当及び調整手当の合計額である。

２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

【支給割合】　国と同様の見直しを実施済み
【実施時期】　平成２７年４月１日

Ｂ

大 分 県 37.8

666

区　　分 総費用 職員給与費純損益又は

実質収支Ａ

区　　分

29年度 人

　　　　　　Ａ

1,340,859

総費用に占める

44.9

29年度 千円

一人当たり

1,418,248

1,436,612

千円

7,229,354

571,764

47.1 612,166

職員数

16,113,426

平均月収額

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施済み。
　（平成２７年４月１日実施）

事 業 者

大 分 県

平　均　年　齢

事 業 者

38.8

　　　　　　区　　分

平　均　年　齢

団 体 平 均 44.9

289,831

307,328

基本給

485,450

平均月収額

給与費 B/A

1,039,833 4,921,174 7,389

千円　　　　　千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

期末・勤勉手当職員手当 　　計　　Ｂ

千円千円 千円

給　 料

2,540,482

Ｂ／Ａ

％千円

職員給与費比率

平　均　年　齢 基本給　　　　　　区　　分 平均月収額

537,103

498,412

43.4 346,399 563,681

基本給

団 体 平 均

事 業 者

団 体 平 均

　　　　　　区　　分

【概要】
　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手
当の支給割合の見直し等に取組むとされている。

【給料表の改定実施時期】
　平成２７年４月１日
【内　容】
　病院行政職の給料表について、国と同じく平均２％引下げ。激変緩和のため、５年間（平成３２年３
月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
　他の給料表については、病院行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

44.7 346,436大 分 県
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〈参考〉

　 一般行政職等との比較（平成30年4月1日現在)

円

円

円

円

歳 円 円

　（注）１　「平均給料月額」とは、平成30年４月１日現在における各区分ごとの職員の基本給の平均である。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方

　公務員給与実態調査において明らかにされているものである。また、下段は国家公務員の平均給与

　月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家

　公務員と同じベースで再計算したものである。

大分県病院局（事務）

一般行政職（大分県）

歳
370,666

354,538

403,374

43.1 327,050 413,909一般行政職（国）

円

419,795
円44.4

歳 327,009

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 平均給料月額 平均給与月額

42.9

338,477
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３　職員の手当の状況
　（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円

（29年度支給割合）

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：５％～２０％

管理職加算：１０％

千円 千円

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：５％～２０％ 役職加算：５％～２０％

管理職加算：１０％ 管理職加算：１０％

　（注）（　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　（２）退職手当（30年4月1日現在）

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　な　し　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額である。

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　な　し　　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　な　し　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

　（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

２　団体平均の１人当たりの平均支給額の退職事由は総務省提供データにおいて明らかにされていない。

千円 22,6416,957

月分

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　      応募認定・定年

21,765

28.0395

１人当たり平均支給額（29年度）

期末手当

2.60 月分 1.80

6,142

勤勉手当

2.60 月分

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

1,948

１人当たり平均支給額（29年度）

24.586875

大分県病院局

39.7575

47.709

(1.45)

1.80 月分

1,556

団　体　平　均

月分2.60

大分県病院局

1,557

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

大分県病院局

1,557

(1.45) 月分(0.85)

39.7575

19.6695

47.709

(0.85)月分

大分県病院局

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

47.709

19.6695

39.7575

28.0395

47.709

一般行政職（大分県）

33.27075

月分

24.58688

47.709

団　体　平　均

47.709

47.709

定年前早期退職特例措置（２～2０％加算）

1,948

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

1,727

一般行政職（大分県）

月分

月分

期末手当 勤勉手当

1.80

(0.85) 月分(1.45)

19.6695

47.709

勤勉手当 期末手当

月分

47.709

33.27075 33.2707528.0395

24.586875

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

21,765
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　（３）地域手当（30年4月1日現在）

千円

円

％ 人 ％

　（４）特殊勤務手当（30年4月1日現在）

　（５）時間外勤務手当

※　休日勤務手当を含む。

％

千円

支給総額（29年度決算） 478,451

地域医療支援手当

円

104,685

病院に勤務する助産師、看護師等

日額300円

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

一般行政職の制度（支給率）

16

支給率

168,207

370,500

68.3

手当の種類（手当数）

94

支給対象職員数

10

医　師 16

支給対象

手当の名称

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

支給総額（29年度決算）

主な支給対象職員

千円

１分べん5,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 円779,236

１体700円

病院に勤務する職員
感染症法６条２項及び３項の感染症
患者の救護等

死体清拭等手当

特別診療手当

分べん手当

夜間看護等手当

診療放射線作業手当

１体3,200円

正規の勤務時間の一部又は全部が
深夜に行われる看護等の業務等 １回1,620円～6,800円

左記職員に対する支給単価

病院に勤務する臨床検査技師

病院に勤務する部長である医師 正規の勤務時間外の解剖、手術等

エックス線等放射線の照射業務等

病院に勤務する看護師等

病院に勤務する医師 診察応援業務 日額15,000円

病院に勤務する医師 分べん業務

死体の清拭、綿栓及び納棺の作業

防疫等作業手当

1,113,670

救急勤務医手当 病院に勤務する医師 宿日直業務 １回7,500円

解剖補助業務死体解剖手当

新生児担当医手当 病院に勤務する医師
新生児集中治療室に入院
した新生児を担当する業務

１人5,000円

１時間2,000円

日額290円

病院に勤務する職員

主な支給対象業務

支給総額（29年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）
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　（６）その他の手当（30年4月1日現在）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

【備　　考】

・職員の給与の状況については、県庁ホームページでも公開しています。
　　http://www.pref.oita.jp/soshiki/11200/kenshokuinnokyuyotou.html

一般行政
職の制度と
の異同

支給実績 支給職員１人当たり

平均支給年額

470

同

一般行政
職の制度と
異なる内容

同

同
管理職に対して支給
（定額）

同

月額12,000円以上の家賃を支払っている職
員に対して支給（27,000円上限）

同

初任給調整手当

内容及び支給単価

317

単身赴任手当
単身赴任者に対して支給
月額30,000円（距離加算あり）

管理職手当

同

同

交通機関、交通用具利用者に対して支給
（2,100円～55,000円）

同

同 同

病院に勤務する医師に支給
月額　最高　308,300円

住居手当

管理職員特別勤務手当

同

宿日直手当

夜間勤務手当

63,878

52,491

13

同
扶養親族のある職員に対して支給する。
（配偶者9,500円、子8,500円）

（29年度決算）

60,867 240

30,902

同

同

宿日直を命ぜられた職員に対して支給
（１回につき7,200円～20,000円）

正規の勤務時間として午後10時から翌日の
午前5時までの間に勤務を命ぜられた職員に
支給
１時間当たりの給与額に25％を乗じた額

管理職手当を受給している職員が休日にお
いて、臨時又は緊急の業務のため４時間以
上勤務した場合に支給
4,000円～12,000円

同

56,137

61,091

456

149同

1,029

通勤手当

同

同

71

手　当　名

扶養手当

（29年度決算）

263,378 2,993

317

456
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７　級別及び職制上の段階ごとの職員数（平成３０年４月１日現在）

【行政職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

主事 231

技師 107

司書 3

計 341

主事 392

技師 181

司書 3

計 576

主任 463

主査 195

教官 1

主任教官 1

准教授 1 471 10.6% 主任主事級

主任司書 1 243 5.5% 係長級

係長 17

講師 2

司書 5

専門員 28

計 714

副主幹 482

主査 518

主幹 189

課長 5

教授 5

准教授 7

社会教育主事補 1

社会教育主事 4

主任社会教育主事 3 1,076 24.3% 係長級

指導主事 37 242 5.5% 課長補佐級

主任司書 11

主幹司書 1

係長 53

課長補佐 1

隊長補佐 1

計 1,318

課長補佐 282

室長補佐 29

主幹 516

課長 75

所長 12

教授 12

教頭 1

事務長 38

主任社会教育主事 7

主幹司書 10

指導主事 11

次長 8

所長補佐 2

計 1,003

576 13.0%

20.7%

22.6% 1,003 22.6% 課長補佐級

１級 　定型的な業務を行う主事又は技師の職務

２級
　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事又は技師の
職務

16.1%714　主査又は主任の職務３級

29.7%1,318
１　主幹又は副主幹の職務
２　困難な業務を行う主査の職務
３　地方機関の課長の職務

1,003

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務

１　課長補佐（室長補佐を含む。以下同じ。）の職務
２　困難な業務を行う主幹の職務
３  困難な業務を行う地方機関の課長の職務

５級

合計 内訳 職制上の段階

341 7.7%

917

４級

主任主事級
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人 ％ 職名 人 人 ％ 段階
級 級別基準職務表に規定する基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

課長 1

室長 5

総務企画監 5

参事 45

次長 22

部長 14

グループ長 1

所長 9

教授 1

給与厚生監 1

市町村振興監 1

地域福祉推進監 1

防災航空管理監 1

産業企画監 1

販路対策監 1

構造改革企画監 1

農村整備計画監 1

流通企画監 1

フラッグショップ企画推進監 1

研究企画監 1

事務局長 1

体育・スポーツ振興監 1

採用試験・免許管理監 1

財務企画監 1

副館長 1

統括事務長 6

総務官 2

交通管制官 1

計 128

１  本庁又は委員会等の事務局の課長（本庁の所長又は室長を
　含む。以下同じ。）、総務企画監又は参事の職務
２  地方機関の次長の職務
３  地方機関の部長、室長、総務企画監又は参事の職務

６級 128 2.9%
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人 ％ 職名 人 人 ％ 段階
級 級別基準職務表に規定する基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

課長 64

室長 27

総務企画監 2

参事 42

所長 38

校長 4

館長 3

学園長 1

次長 31

部長 18

副センター長 1

副校長 1

グループ長 3

副館長 1

副所長 3

教授 1

総務調整監 2

人事企画監 1

財政企画監 1

地域医療政策監 1

管理調整監 1

高速交通ネットワーク推進監 1

危機対策監 1

防災調整監 1

雇用労働政策監 1

農村整備計画監 1

ポートセールス推進監 1

景観・まちづくり推進監 1

施設整備推進監 1

企画調整監 1

人事企画監 1

人事管理監 1

健康対策・管理監 1

統括事務長 9

次席 4

場長 1

計 272

審議監 9

局長 7

参事監 24

所長 12

センター長 3

校長 2

教育次長 2

次長 2

防災危機管理監 1

計 62

次長級

課長級

１  困難な業務を行う本庁又は委員会等の事務局の課長、総務
　企画監又は参事の職務
２  地方機関の長の職務
３  困難な業務を行う地方機関の次長の職務
４  困難な業務を行う地方機関の部長、室長、総務企画監又は
　参事の職務

７級

１　本庁の審議監又は局長の職務
２　参事監の職務
３  困難な業務を行う地方機関の長の職務

9.0%

62 1.4%８級 62 1.4%

400

6.1%272
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人 ％ 職名 人 人 ％ 段階
級 級別基準職務表に規定する基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

部長 7

会計管理者 1

県参事 1

局長 1

理事 5

事務局長 4

計 19

4,433 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの
        ※ 以下の表も同様

部長級

合計

１　本庁の部長又は会計管理者の職務
２　理事の職務
３　委員会等の事務局の長の職務

９級 19 0.4% 19 0.4%
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【研究職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

－ －

計 0

研究員 69

学芸員 2

計 71

研究員 15

主任研究員 49 15 6.4% 主任技師級

主幹研究員 75 49 20.9% 科長級

主幹学芸員 4 80 34.2% 副部長級

課長 1

計 144

主幹研究員 11

専門研究員 3 12 5.1% 副部長級

課長 1 4 1.7% 部長級

鑑定指導官 1

計 16

専門研究員 2

副所長 1

計 3

234 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

71 30.3% 主任技師級

3

71 30.3%

3 1.3%

合計 内訳

61.5%144

6.8%16

職制上の段階

0 0.0%

部長級1.3%

合計

　上級の研究員の指揮監督の下に補助的研究を行う研究員又は
学芸員の職務

１級

　研究員又は学芸員の職務２級

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務

１　極めて高度の知識経験に基づき広範囲にわたる研究の統括、
　調整等を行う職務
２　極めて高度の知識経験に基づき特に困難な研究を独立して
　行う専門研究員の職務

５級

１　高度の知識経験に基づき相当の範囲にわたる研究の調整、
　指導等を行う職務
２　主幹研究員又は主幹学芸員の職務
３  主任研究員又は主任学芸員の職務
４　高度の知識経験に基づき困難な研究を独立して行う研究員
　又は学芸員の職務

３級

４級

１　特に高度の知識経験に基づき広範囲にわたる研究の調整、
　指導等を行う職務
２　専門研究員の職務
３　特に高度の知識経験に基づき困難な研究を独立して行う
　主幹研究員又は主幹学芸員の職務
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【医療職給料表（一）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

医師 3

計 3

主任医師 5

計 5

課長補佐 1

計 1

所長 6

副所長 1

参事監 1

計 8

17 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計

5 29.4%　主任医師の職務２級

17.6%3

内訳 職制上の段階

１　参事監の職務
２　困難な業務を行う本庁の課長又は参事の職務
３　困難な業務を行う地方機関の長の職務

課長級
次長級

23.5%
23.5%

4
4

47.1%8

１　本庁の課長又は参事の職務
２　本庁の課長補佐、主幹又は医療主幹の職務
３　地方機関の長又は副所長の職務

合計

主任医師級

医師級3 17.6%

5 29.4%

1 5.9% 課長補佐級1 5.9%

　医師の職務１級

４級

３級
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【医療職給料表(二）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

－ －

計 0

技師 21

学校栄養職員 8

計 29

主任 13

主査 1

学校栄養職員 4

計 18

主任 30 52 23.7%

主査 11 21 9.6%

学校栄養職員 5

主任学校栄養職員 3

専門員 6

計 55

副主幹 12

主査 16

課長補佐 13

主幹 22 51 23.3%

課長 6 44 20.1%

主任学校栄養職員 22

専門学校栄養職員 3

主任栄養士 1

計 95

参事 6

次長 3

部長 1

所長 1

計 11

参事 7

所長 4

計 11

219 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

５級
１　課長補佐、主幹、副主幹又は専門学校栄養職員の職務
２　特に困難な業務を行う主査又は主任学校栄養職員の職務
３　地方機関の課長の職務

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階

１　主査又は主任学校栄養職員の職務
２　主任の職務
３  困難な業務を行う学校栄養職員の職務

３級

　技師の職務１級

合計

２級

課長級

11 5.0%

55
１　困難な業務を行う主査又は主任学校栄養職員の職務
２　困難な業務を行う主任の職務
３  特に困難な業務を行う学校栄養職員の職務

４級

22 10.0%

5.0%
１　参事の職務
２　地方機関の長、次長又は部長の職務

６級

７級
１　困難な業務を行う参事の職務
２　困難な業務を行う地方機関の長、次長又は部長の職務

11

主任技師級

１　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う技師の職務
２  学校栄養職員の職務

0 0.0%

29 13.2%

29 13.2%

8.2%18

25.1%

43.4%95

主任技師級
係長級

係長級
課長補佐級
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【海事職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

各員 1

計 1

各員 3

計 3

技師 4

各員 4 4 7.4%

２等機関士 2 7 13.0%

船長 1

計 11

技師 6

主任船舶技師 10

機関長 1

船長 4

各員 4 4 7.4% 業務技師級

各長 3 10 18.5% 航海士級

２等航海士 1 22 40.7% 航海長級

１等航海士 1

１等機関士 3

通信長 3

計 36

機関長 1 1 1.9% 中型船舶（二種）船長級

計 1

船長 2

計 2

54 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階

１級 　各手又は各員の職務

１　二等航海士、二等機関士、専門員又は技師（以下「二等航海士
　等」という。）の職務
２　各長の職務
３　困難な業務を行う各手又は各員の職務

２級

１　小型船舶の船長又は機関長の職務
２  一等航海士、一等機関士、通信長又は主任船舶技師（以下
　「一等航海士等」という。）の職務
３　困難な業務を行う二等航海士等の職務
４　困難な業務を行う各長の職務
５　特に困難な業務を行う各手又は各員の職務

2 3.7% 中型船舶（一種）船長級

1 1.9%

３級

１　中型船舶（２種）の船長又は機関長の職務
２　困難な業務を行う小型船舶の船長又は機関長の職務
３　困難な業務を行う一等航海士等の職務
４　特に困難な業務を行う二等航海士等の職務
５　特に困難な業務を行う各長の職務

４級

2 3.7%

合計

　困難な業務を行う中型船舶（１種）の船長又は機関長の職務

１  中型船舶（１種）の船長又は機関長の職務
２  困難な業務を行う中型船舶（２種）の船長又は機関長の職務

６級

５級

36

業務技師級
航海士級

66.7%

20.4%11

1 1.9%

業務技師級7.4%4

3 5.6%
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【公安職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

巡査 155

計 155

巡査長 116

巡査 123

計 239

巡査長 375

主任 126

計 501

巡査長 11

主任 442

係長 138

計 591

係長 304

課長 43

課長補佐 1

室長補佐 1

班長 1

隊長 1

直轄隊長 1

計 352

次席 8

課長補佐 35

室長補佐 12

隊長補佐 2

所長補佐 1

場長補佐 1

科長補佐 2

班長 15

課長 40

所長 3

副署長 3

指導官 3

通信指令官 3

調査官 1

主幹 9

副隊長 2

計 140

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳

１　係長の職務
２　困難な業務を行う主任の職務

４級

１　警察本部の課長補佐又は班長の職務
２  警察署の課長の職務
３　困難な業務を行う係長の職務

５級

２級
１　巡査長の職務
２　困難な業務を行う巡査の職務

239 11.5%

１級 　巡査の職務 155 7.5%

巡査級
主任級

18.1%
6.1%

職制上の段階

394 19.0% 巡査級

375
126

24.2%501
１　主任の職務
２　困難な業務を行う巡査長の職務

３級

巡査級
主任級
係長級

0.5%
21.3%
6.7%

11
442
138

28.5%591

係長級
課長補佐級

14.7%
2.3%

304
4817.0%352

１  警察本部の次席の職務
２  困難な業務を行う警察本部の課長補佐又は班長の職務
３  警察署の副署長の職務
４  困難な業務を行う警察署の課長の職務

６級 課長補佐級6.8%1406.8%140
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人 ％ 職名 人 人 ％ 段階
級 級別基準職務表に規定する基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

次席 3

副署長 7

組織管理監 1

調査官 2

室長 6

監察官 1

交通管理監 1

交通事故事件捜査統括官 1

聴聞官 1

指導官 1

災害対策官 1

刑事官 4

地域官 2

副隊長 1

特捜隊長 1

計 33

課長 13

室長 2

次席 5

企画官 5

広報官 1

指導官 1

副校長 1

署長 3

副署長 5

所長 1

隊長 3

計 40

参事官 5

管理官 5

校長 1

署長 9

計 20

2,071 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

合計

1.9% 課長級８級

１  困難な業務を行う警察本部の課長又は企画官の職務
２  特に困難な業務を行う警察本部の次席の職務
３  警察学校の副校長の職務
４  困難な業務を行う警察署の署長の職務
５  特に困難な業務を行う警察署の副署長の職務

40 1.9% 40

1.0% 部長級９級
１  警察本部の部長、参事官又は管理官の職務
２  警察学校の校長の職務
３  特に困難な業務を行う警察署の署長の職務

20 1.0% 20

課長補佐級
課長級

0.2%
1.4%

5
28

1.6%33

１　警察本部の課長（警察本部の室長を含む。以下同じ。）
　又は企画官の職務
２　困難な業務を行う警察本部の次席の職務
３  警察署の署長の職務
４  困難な業務を行う警察署の副署長の職務

７級

- 40 -



【教育職給料表（一）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

実習助手 32

寄宿舎指導員 4

計 36

教諭 2,312

栄養教諭 2

養護教諭 79

実習助手 84

寄宿舎指導員 15

指導主事 8

計 2,500

主幹教諭 65

指導教諭 42

指導主事 2

計 109

副校長 11

教頭 82

指導主事 2

計 95

校長 52

計 52

2,792 100.0% ※職制上の段階は、級の区分けと同様

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

1.9%52

3.4%95

3.9%

職制上の段階

４級

３級 　県立学校の副校長又は教頭の職務

　県立学校の主幹教諭又は指導教諭の職務特２級 109

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳

※

89.5%2,500

1.9%52

合計

1.3%361.3%

１　県立学校の教諭、養護教諭、栄養教諭又は講師（講師にあつて
　は、任用の期限を付さない者及び地方公務員法第28条の4第1項
　又は第28条の5第1項の規定により採用された者に限る。）の職務
２　高度の知識又は経験を必要とする県立学校の実習助手又は
　寄宿舎指導員の職務

２級

　県立学校の講師、実習助手又は寄宿舎指導員の職務１級 36

　県立学校の校長の職務

3.4%95

3.9%109

89.5%2,500
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【教育職給料表（二）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

－ －

計 0

教諭 4,682

養護教諭 357

栄養教諭 40

指導主事 26

計 5,105

主幹教諭 108

指導教諭 101

指導主事 7

計 216

副校長 1

教頭 389

指導主事 1

計 391

校長 368

計 368

6,080 100.0% ※職制上の段階は、級の区分けと同様

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

内訳 職制上の段階

0.0% 0

3.6%216

84.0%5,105

0.0%

3.6%

84.0%

※

6.1%368

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計

合計

４級 　小学校、中学校又は義務教育学校の校長の職務

３級

１級 　小学校、中学校又は義務教育学校の講師の職務 0

216特２級
　小学校、中学校又は義務教育学校の主幹教諭又は指導
教諭の職務

２級

　小学校、中学校又は義務教育学校の教諭、養護教諭、
栄養教諭又は講師（講師にあつては、任用の期限を付さ
ない者及び地方公務員法第28条の4第1項又は第28条
の5第1項の規定により採用された者に限る。）の職務

5,105

368 6.1%

　小学校、中学校又は義務教育学校の副校長又は教頭の
職務

6.4%3916.4%391
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【技能労務職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

農業技術員 2

計 2

事務補佐 1

計 1

監視 5

監視長 1

技師 3

技能技師 1

業務技師 33

土木巡視 3

道路パトロール員 1

労務技師 14

調理員 12

用務員 4

農務技師 8

介助員 4

計 89

監視員 3

技師 47

技能技師 11

港湾監視員 1

調理師 2

道路パトロール員 23

動物管理技術員 6

土木巡視員 4

計 97

－ －

計 0

監視員 0

技師 13

技能技師 2

道路パトロール員 3

土木巡視員 1

計 19

208 100.0% ※職制上の段階は、級の区分けと同様

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

0.0%

19 9.1%

0

1 0.5%

89 42.8%

97 46.6%４級 　高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

３級 　相当高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

合計

再任用

５級  　特に高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

級 級別基準職務表に規定する標準的な職務内容

２級 　相当の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

１級 　定型的な業務を行う職務

合計 内訳 職制上の段階

2 1.0%

208 100% ※
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【企業職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

技師 2

計 2

技師 10

主事 1

計 11

主任 21

主査 9

計 30

副主幹 15

主査 12

主幹 7

計 34

課長補佐 4

主幹 9

課長 2

支所長 2

計 17

部長 1

工務調整監 1

発電所リニューアル推進監 1

計 3

課長 2

総務企画監 1

センター長 1

部長 3

計 7

－ －

計 0

－ －

計 0

104 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

合計

0 0.0% 次長級

９級 　困難な業務を行う企業局次長の職務 0 0.0% 0 0.0% 部長級

17 16.3%

7 6.7%

８級 　企業局次長又は企業局参事監の職務 0 0.0%

主任主事級
係長級

20.2%
8.7%

課長補佐級

６級
１  本局の課長、総務企画監又は参事の職務
２  総合管理センターの長、部長又は室長の職務

3 2.9%

10 9.6% 課長級

７級
１  困難な業務を行う本局の課長、総務企画監又は参事の職務
２  困難な業務を行う総合管理センターの長、部長又は室長の
　職務

５級
１　課長補佐（室長補佐を含む。）の職務
２　困難な業務を行う主幹の職務
３  総合管理センターの課長又は支所長の職務

17 16.3%

12.5% 主任主事級

２級
　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事及び技師の
職務

11 10.6%

１級 　定型的な業務を行う主事及び技師の職務 2 1.9%

13

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階

21
9

28.8%30　主査又は主任の職務３級

32.7%34
１　主幹又は副主幹の職務
２　困難な業務を行う主査の職務

４級
係長級

課長補佐級
26.0%
6.7%

27
7
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【病院行政職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

主事 3

計 3

主事 2

計 2

主任 5 5 12.5%

主査 3 3 7.5%

計 8

副主幹 5

主幹 4 11 27.5% 係長級

主査 6 4 10.0% 課長補佐級

計 15

課長補佐 5

主幹 2

計 7

計 0

課長 3

企画監 1

計 4

次長 1

計 1

－ －

計 0

40 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

合計

10.0%

９級 － 0 0.0% 0 0.0%

　困難な業務を行う課長、総務企画監又は参事の職務

1 2.5%８級

4

4 10.0%

６級

次長級　病院局次長又は県立病院事務局長の職務 1 2.5%

部長級

５級
１　課長補佐（室長補佐を含む。）の職務
２　困難な業務を行う主幹の職務

7 17.5% 7

　課長、総務企画監又は参事の職務 0 0.0%

課長級

７級

主任主事級
係長級20.0%8　主査又は主任の職務

課長補佐級17.5%

４級
１　主幹又は副主幹の職務
２　困難な業務を行う主査の職務

15 37.5%

職制上の段階

12.5% 主任主事級

２級
　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事又は技師の
職務

2 5.0%

１級 　定型的な業務を行う主事又は技師の職務 3 7.5%

5

３級

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳
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【病院医療職給料表（一）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

医師 4

計 4

主任医師 18

計 18

部長 7

副部長 37

所長 1

計 45

院長 1

副院長 3

所長 1

部長 21

主任部長 1

室長 1

計 28

95 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

合計

部長級

４級
１　病院の院長、統括副院長、副院長、所長（病院局長が定める
　職員に限る。）又は室長の職務
２　病院の診療科の困難な業務を行う主任部長又は部長の職務

28 29.5% 28 29.5% 院長級

３級
　病院の診療科の部長、副部長、所長、副所長又は副室長の
職務

45 47.4% 45 47.4%

4.2% 医師級

２級 　主任医師の職務 18 18.9% 18 18.9% 主任医師級

１級 　医師又は歯科医師の職務 4 4.2% 4

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階
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【病院医療職給料表(二）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

計 0

栄養士 1

診療放射線技師 2

臨床検査技師 4

臨床工学技士 1

計 8

主任 4

診療放射線技師 3

臨床検査技師 2

理学療法士 1

臨床工学技士 1

計 11

主任 4

診療放射線技師 4 34 44.7% 主任技師級

臨床検査技師 9 8 10.5% 係長級

理学療法士 3

作業療法士 1

臨床工学技士 2

主任診療放射線技師 3

主任臨床検査技師 1

主任薬剤師 4

計 31

主任診療放射線技師 2

主任臨床検査技師 4

主任理学療法士 1

主任栄養士 1

副部長 6 8 10.5% 係長級

専門栄養士 1 14 18.4% 課長補佐級

専門診療放射線技師 3

専門臨床検査技師 3

専門薬剤師 1

計 22

部長 1

計 1

部長 3

計 3

76 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

合計

課長級

3 3.9%

4 5.3%

1 1.3%

７級 　困難な業務を行う技術部長等の職務

28.9%

級

　技術部長又は薬剤部長（以下「技術部長等」という。）の職務

１　技師の職務
２  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う栄養士等の職務

２級

１　主任栄養士、主任診療放射線技師、主任臨床検査技師、主任
　衛生検査技師、主任臨床工学技士、主任理学療法士、主任作業
　療法士又は主任薬剤師（以下「主任栄養士等」という。）の職務
２　主任の職務

３級

級別基準職務表に規定する基準となる職務

　栄養士、診療放射線技師、臨床検査技師、衛生検査技師、臨床
工学技士、理学療法士又は作業療法士（以下「栄養士等」という。）
の職務

１級

６級

４級
１　困難な業務を行う主任栄養士等の職務
２　困難な業務を行う主任の職務

22

１　副部長の職務
２　専門栄養士、専門診療放射線技師、専門臨床検査技師、専門
　理学療法士、専門作業療法士又は専門薬剤師の職務
３　特に困難な業務を行う主任栄養士等の職務

５級

11 14.5%

40.8%31

職制上の段階

主任技師級8 10.5%

0 0.0%

8 10.5%

合計 内訳

- 47 -



【病院医療職給料表(三）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

－ －

計 0

助産師 2

看護師 68

計 70

助産師 11

看護師 66

計 77

主任助産師 2

主任看護師 14

主任（助産師） 10

主任（看護師） 177

看護師 2

計 205

看護師長 19

副看護師長 41

主任助産師 1

主任看護師 25

計 86

副院長兼看護部長 1

参事 1

副部長 4

計 6

444 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

総看護師長級

合計

６級 　副院長、看護部長、統括副部長又は副部長の職務 6 1.4% 6 1.4%

291 65.5% 看護師長級

５級
１　看護師長又は副看護師長の職務
２　困難な業務を行う主任看護師等の職務

86 19.4%

77 17.3%

４級
１　主任看護師及び主任助産師（以下「主任看護師等」という。）の
　職務
２　主任の職務

205 46.2%

0.0% 准看護師級

２級 　助産師又は看護師（以下「看護師等」という。）の職務 70 15.8%

147 33.1% 看護師級

３級

１級 　准看護師の職務 0 0.0% 0

　困難な業務を行う看護師等の職務

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階
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【病院技能労務職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

－ －

計 0

－ －

計 0

調理員 2

計 2

－ －

計 0

－ －

計 0

2 100.0% ※職制上の段階は、級の区分けと同様

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

合計

※

0

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階

0.0%

２級 　相当の技能又は経験を必要とする業務を行う職務 0 0.0%

１級 　定型的な業務を行う職務 0 0.0%

　相当高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務 2 100.0%

４級 　高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務 0 0.0%

３級

５級 　特に高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務 0 0.0% 0 0.0%

0 0.0%

0 0.0%

2 100.0%
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Ⅳ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

１．勤務時間等

(１)勤務時間(平成３０年４月１日現在)

ア 勤務時間及び休憩時間は、原則として、次のように割り振られています。

勤 務 時 間 休 憩 時 間

８時３０分 ～ １７時１５分 １２時００分 ～ １３時００分

イ 公務の運営上の事情により特別の勤務に従事する必要のある職員の勤務時間の割振りは、アに

関わらず任命権者が別に定めています。

ウ 上記のほか、下記区分により時差通勤を実施しています。

区 分 勤 務 時 間 休 憩 時 間

９時００分 ～ １７時４５分
育児介護を行う職員 １２時００分 ～ １３時００分

８時００分 ～ １６時４５分

夜 間 の 対 外 的 な 業 務 又 は 災 害 等 １０時３０分 ～ １９時１５分 １２時００分 ～ １３時００分

突 発 的 な 業 務 に 従 事 す る 職 員 １３時００分 ～ ２１時４５分 １７時００分 ～ １８時００分

長距離通勤を行う職員 ９時００分 ～ １７時４５分 １２時００分 ～ １３時００分

７時３０分 ～ １６時１５分
朝 型 勤 務 １２時００分 ～ １３時００分

８時００分 ～ １６時４５分

繁 忙 期 に お い て 夜 間 に ９時００分 ～ １７時４５分
１２時００分 ～ １３時００分

業 務 が 集 中 す る 職 員 ９時３０分 ～ １８時１５分

(２)週休日

ア 日曜日及び土曜日は、週休日(勤務時間が割り振られていない日)です。

イ 公務の運営上の事情により特別の勤務に従事する必要のある職員の週休日は、任命権者が別に

定めています。

２．休 日

職員の休日は、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日ま

での日(同法に規定する休日を除く。)で、休日は週休日ではなく、勤務時間は割り振られていて

も、特に勤務することを命ぜられる者を除き、その勤務が免除される日です。

３．休 暇

(１)年次有給休暇

ア 職員には１年を通じて２０日の年次有給休暇が与えられます。

イ 年次有給休暇は、職員が請求した時季に与えられますが、所属長が事務の都合により支障があ

ると認めるときは、他の時季に変更することがあります。

ウ 年次有給休暇に残日数がある場合は、２０日を限度に翌年に繰り越すことができます。

平成２９年の年次有給休暇の使用状況は以下のとおりです。

総 付 与 日 数 総 取 得 日 数 対 象職 員数 平均取得日数 消 化 率

126,643.2日 44,414.0日 3,298人 13.5日 35.1％

(注)知事部局の一般職(技能労務職員を除く)を対象として集計したものです。
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(２)その他の休暇

その他の主な休暇は以下のとおりです。

休 暇 の 種 類 休 暇 の 原 因 休 暇 の 期 間

公務災害による休暇 公務上の疾病にかかり又は傷害を受 ３年以内

けた場合

病気休暇 公務以外の原因により疾病にかかり ９０日以内

又は傷害を受けた場合

慶弔休暇 職員の結婚 ７日

忌引 配 偶 者 １０日

(血族) (姻族)

父 母 ７日 ３日

子 ７日 ３日

祖 父 母 ３日 １日

孫 １日

兄弟姉妹 ３日 １日

伯叔父母 １日 １日

生理休暇 生理日の勤務が著しく困難な女性職 その都度必要な期間

員

産前産後の休暇 出産する予定の女性職員 産前８週間

(多胎妊娠は１４週間)

産後８週間

特別休暇 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢 その都度必要と認める日又

血幹細胞移植のための末梢血幹細胞 は時間

の提供希望者として、その登録を実

施する者に対して登録の申出を行

い、及び検査等を受け、又は配偶

者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者

に、骨髄移植のため骨髄若しくは末

梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞

を提供する場合[ドナ－休暇]

職員が自発的に、かつ、報酬を得な 一の年において５日(①に掲

いで次に掲げる社会に貢献する活動 げる活動のうち知事が認め

を行う場合[ボランティア休暇] る大規模災害に係るものに

①風水震火災等により相当規模の災 あつては７日)を超えない範

害が発生した被災地又はその周辺 囲内でその都度必要と認め

地域における被災者を支援する活 る日又は時間

動
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休 暇 の 種 類 休 暇 の 原 因 休 暇 の 期 間

特別休暇(つづき) ②主として身体上若しくは精神上の

障害がある者又は負傷し、若しく

は疾病にかかった者に対して必要

な措置を講ずることを目的とする

施設における活動

③①及び②に掲げる場合のほか、身

体上若しくは精神上の障害、負傷

又は疾病により常態として日常生

活を営むのに支障がある者の日常

生活を支援する活動

④行政機関からの委嘱を受け、地域

社会において行う防災・防犯、交

通安全の推進、青少年の健全育成

又は環境美化のための活動

妊娠中の女性職員が妊娠障害のため １４日を越えない範囲でそ

勤務することが困難である場合 の都度必要と認める日又は

時間

職員が生後２年３月に達しない子を 生後２年まで

育てる場合 １日２回、１回６０分

生後２年から２年３月まで

１日２回、１回４５分

配偶者の出産 ３日を越えない範囲でその

都度必要と認める日又は時

間

配偶者が出産する場合であって、当 ５日を超えない範囲内でそ

該出産に係る子又は小学校就学の始 の都度必要と認める日又は

期に達するまでの子を養育する職員 時間

が、これらの子の養育のため勤務し

ないことが相当であると認められる

場合[男性職員の育児参加休暇]

長期勤続の節目に当たる職員が、心 その都度連続する３勤務日

身の健康の維持及び増進を図るため の範囲内で必要と認める期

に勤務しないことが相当と認められ 間

る場合[リフレッシュ休暇]

介護休暇の対象となる日常生活を営 ５日を超えない範囲内でそ

むのに支障がある者(「要介護者」 の都度必要と認める日又は

という)の介護その他の世話を行う 時間(要介護者が２人以上の

場合[短期の介護休暇] 場合にあつては１０日)
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休 暇 の 種 類 休 暇 の 原 因 休 暇 の 期 間

介護休暇 職員の配偶者、父母、子等が負傷、 介護を必要とする一の継続

疾病、又は老齢により２週間以上に する状態毎に３回を超え

わたって日常生活を営むのに支障が ず、かつ通算して６月を超

あり、その者の介護をする場合 えない範囲内で指定する期

間(指定期間)内で必要と認

められる期間(時間単位分割

取得可)
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Ⅴ 職員の休業の状況

１．育児休業等

職員が子を養育する場合には、地方公務員の育児等に関する法律の規定に基づき休業(無給)を

申請することができます。

なお、平成２９年度に新たに承認した職員数の内訳は以下のとおりです。

(単位：人)

区 分 男 性 職 員 女 性 職 員 合 計

育 児 休 業 １４ ２２９ ２４３

部 分 休 業 １ ４４ ４５

２．自己啓発等休業

職員が公務に関する能力の向上を図るため、大学等課程を履修する場合や国際貢献活動に参加

する場合には、地方公務員法の規定に基づき休業(無給)を申請することができます。

なお、平成２９年度に新たに承認した職員数の内訳は以下のとおりです。

(単位：人)

区 分 男 性 職 員 女 性 職 員 合 計

大学等課程の履修 ０ ０ ０

国 際 貢 献 活 動 ０ ０ ０

３．配偶者同行休業

職員が、外国で勤務等をする配偶者と生活を共にする場合には、地方公務員法の規定に基づき

休業(無給)を申請することができます。

なお、平成２９年度に新たに承認した職員数の内訳は以下のとおりです。

(単位：人)

区 分 男 性 職 員 女 性 職 員 合 計

外 国 で の 勤 務 ０ ０ ０

事業経営その他個人が業として行う活動 ０ ０ ０

外国の大学における修学 ０ ０ ０

そ の 他 ０ ０ ０
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Ⅵ 職員の分限及び懲戒の状況

職員は、地方公務員法又は条例で定める事由による場合でなければ、本人の意に反して分限処分や

懲戒処分を受けることはありません。

１．分限処分

分限処分は、公務能率を維持することを目的として、一定の事由がある場合に、職員の意に反す

る不利益な身分上の変動をもたらす処分であり、その種類としては、降任、免職、休職及び降給が

あります。

ア．本人の意に反して、降任又は免職される場合は次のとおりです。

(ア)勤務実績が良くない場合

(イ)心身の故障のため、勤務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合

(ウ)(ア)及び(イ)の場合のほか、その職に必要な適格性を欠く場合

(エ)職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合

イ．本人の意に反して、休職される場合は次のとおりです。

(ア)心身の故障のため、長期の休養を要する場合

(イ)刑事事件に関し起訴された場合

ウ．その他任命権者は、次の場合に職員を休職させることができます(分限条例第４条関係)。

(ア)職員が学校、研究所その他これらに準ずる公共的施設において、職務に関連があると認め

られる学術に関する事項の調査、研究又は指導に従事する場合

(イ)職員が水難、火災その他の災害により、生死不明又は所在不明となった場合

平成２９年度の処分状況は以下のとおりです。

(単位：人)

処　　分　　事　　由 降　任 免　職 休　職 降　給 失　職 計

勤務実績がよくない場合 0

心身の故障の場合 256 256

職に必要な適格性を欠く場合 0

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

0

刑事事件に関し起訴された場合 0

分限条例第4条による場合 0

地公法第28条第4項により失職した者 0

計 0 0 256 0 0 256

(注)一般職(県費負担教職員を含む)を対象として集計したものです。
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２．懲戒処分

懲戒処分は、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務における規律と

秩序を維持することを目的とする処分であり、その種類として、戒告、減給、停職及び免職があり

ます。

懲戒処分を受けるのは次の場合です。

ア．地方公務員法やこれに基づく条例、規則、規程等に違反した場合

イ．職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合

ウ．全体の奉仕者としてふさわしくない非行のあった場合

平成２９年度の処分状況は以下のとおりです。

(単位：人)

戒　告 減　給 停　職 免　職 計

10 10 7 2 29

うち道路交通法違反に係るもの 6 7 2 15

1 1

1 1

12 10 7 2 31

(注)一般職(県費負担教職員を含む)を対象として集計したものです。

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合

法令に違反した場合

処　　分　　事　　由

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあっ
た場合

計
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Ⅶ 職員の服務の状況

職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあたっては、全力をあ

げてこれに専念しなければならないこととされており、この趣旨を具体的に実現するため、服務上の

制約が課されています。

(１)法令等及び職務命令に従う義務

職員は、その職務を遂行するにあたって、法令、条例、規則及び県の機関が定める規程に従

い、かつ、上司の職務上の命令に忠実に従わなければなりません。

(２)職務専念義務

職員は、法律や条例に特別に定がある場合以外は、勤務時間及び職務上の注意力のすべてをそ

の職責遂行のために用い、県民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ職務の遂行

にあたっては全力をあげてこれに専念しなければなりません。

研修を受ける場合や厚生に関する計画の実施に参加する場合等には、あらかじめ承認を得れ

ば、職務に専念する義務を免除される場合があります。

(３)信用失墜行為の禁止

職員は、その職の信用を傷つけたり、職員の職全体の不名誉となる行為をしてはなりません。

このような行為を行うことは、公務全体に対する県民の信頼を裏切ることにつながるためです。

(４)秘密を守る義務

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなりません。その職を退いた後も同様です。行政の

事務の内容は、広く県民に公開されるのが望ましいのですが、一方、職員はその職務を遂行する

にあたって、個人のプライバシーなど、事柄の性質上公にすることが望ましくない事項に関与す

る場合があります。特定個人の秘密や仕事上の秘密を漏らすことは、個人の利益を侵害し、公務

に対する信頼性を失わせるだけでなく、公正な行政の執行にも支障を生じさせることになりま

す。

(５)政治的行為の制限

職員は、特定の政治的活動を行うことが禁止されています。憲法上、集会、結社及び言論、出

版その他一切の表現の自由が保障されていますが、職員は、公務員としての地位にあることによ

り、政治的活動の自由について、一定の制約を受けます。これは、職員の政治的中立性の確保の

要請及び政治的影響からの職員の保護の必要性に基づくものです。

(６)争議行為等の禁止

職員は、全体の奉仕者として、公共の福祉のために勤務するという地位にあることに基づい

て、争議行為等が禁止されています。

(７)営利企業への従事等の制限

職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利企業を営むことを目的とする会社その他の団体

の役員等を兼ねることや自ら営利企業を営むこと、その他報酬を得ていかなる事業又は事務にも

従事することはできません。
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Ⅷ　職員の退職管理の状況

（１）再就職の状況(平成30年度)
職員の退職後の再就職の状況は、以下のとおりです。

単位：人

【備　　考】

・職員の退職管理の状況については、県庁ホームページでも公開しています。

　　http://www.pref.oita.jp/soshiki/11200/taishokukanri.html

10532 18

3 3

2

任 命 権 者
公 _ 社 _ 等
外 郭 団 体

そ＿の＿他
団体・企業

大 分 県

知 事 部 局 13 42

再 就 職 者
合 ＿ ＿ 計再任用職員 非常勤職員

企 業 局

病 院 局 1 3

教 育 委 員 会 3 7 45 8 63

警 察 本 部 3 21 6 8 38
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Ⅸ 職員の研修の状況

本県では、「大分県人材育成方針（平成２８年３月改定）」を策定し、その中で目指すべき「人
材像」とそれを支える「組織風土」として「自ら考え自ら行動する職員」と「人を育て人を活かす
組織」を掲げ、その具体的な育成策も示しています。

これら人材の育成策において、「職員研修」の充実は必要不可欠であり、人材育成の中心的な役
割を担うものと位置づけ、その充実、強化に努めています。

平成２９年度の職員研修の実施状況は、以下のとおりです。

(１)職員研修所研修
職務を遂行するために必要な資質・能力・技能等の体系的、集中的な習得や新しい行政課題の解

決策、政策形成・管理能力等の専門的な能力の習得等を目的として、各種研修を実施しています。

ア．知事部局、行政委員会、企業局、病院局等

研 修 名 受講者数 内 容

一般研修 2,673人

階層別研修 1,068人 公務員に求められる基本的な知識や求め
新採用職員研修、中堅職員研 られる資質・姿勢等を習得させる(必
修、準採用職員研修、新任監督 須)。
者研修、新任管理者研修 等

キャリアアップ研修 579人 政策形成能力等政策県庁を支える人材に
創造力・企画力向上研修、情報 不可欠な能力の開発、スキルの向上を図
収集・分析力向上研修、地域政 る(必須選択制)。
策スクール、コーチング研修
等

行政実務研修 353人 業務に直結した職務能力の向上を図る。
おおいた徴収カレッジ、簿記・
会計研修 等

その他研修 673人 職員の自己啓発を促進するための研修等
通信講座 等 を実施する。

組織支援研修 1,628人 組織で人材を育成し、組織の中で活かす
新任班総括研修、新任副主幹研修、 ため、指導者としての役割を発揮するた
マネジメント研修、評価者研修、新 めの知識や技能、態度等を習得させる。
採用・準採用職員指導担当者研修
等

イ．教育庁

研 修 名 受講者数 内 容

基本研修 4,241人 新採用時や経験年数に応じて、教職員の
初任者、ステップアップ、 職務遂行に必要な基礎的、基本的な資質
フォローアップ、10年経験者、 能力の定着を図る。
キャリアアップ、採用前、臨時講師
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職能研修 2,747人 管理職としての役割や学校運営に関する
管理職、主任等、専門職 研修、事務管理に係わる専門的知識、実

務に必要な知識・技能等、職能に応じた
資質能力の向上を図る。

課題別研修 2,545人 教科別、教科外領域、喫緊の教育課題等
出前、テーマ別 について、専門的な知識・技能の習得及

び実践的指導能力の向上を図る。

特別研修 53人 民間企業等への派遣や教育センター等に
派遣、その他 おける長期研修、教職員評価に関する研

修等により、教職員の専門性を高めると
ともに、見識を広げ、資質能力の向上を
図る。

自主研修 179人 教育実践に必要とされる知識・技能や今
土曜セミナー 日的な教育課題等に対応した研修を土曜

日に実施することにより、教職員の自主
的・主体的な研修への参加を促し、資質
・能力の向上を図る。

ウ．警察本部

研 修 名 受講者数 内 容

採用時教養 １６３人 新規採用職員を対象に、職務の遂行に必
要な基礎的な知識及び技能を修得させ
る。

昇任時教養 １２人 昇任者及び昇任予定者を対象に、その職
務に必要な知識及び技能を修得させる。

専科教養等 ４２９人 現任警察職員を対象に、特定の分野に関
する専門的な知識及び技能を修得させ
る。

(２)派遣研修
県の組織内では得られない異なった組織風土や業務内容を経験することで、より専門的で幅広い

知識を習得することを目的として、国や他の地方公共団体、大学(院)等の教育機関、民間企業等へ
の派遣研修を実施しています。

（３）部局別専門・技術研修
福祉、農業（普及）、土木関係業務や会計事務、各技術分野における試験研究等の職務遂行のた

めに必要となる専門的能力・技術を主体的に育成するため、各部局が計画的・専門的な研修を実施
しています。

(４)職場研修
職員研修機関では補えない職員一人ひとりの特性や、知識、技術等の習熟状況等に応じたきめ細

かな能力開発を行うため、各職場の日常業務を通じて、職員の能力開発を行っています。
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Ⅹ 職員の福祉及び利益の保護の状況

１．職員の厚生制度

安全で快適な職場環境づくりと職員の健康の保持増進を推進するとともに、元気回復その他の厚
生に関する各種事業を実施しており、その主な内容は次のとおりです。

(１)健康診断の実施状況(平成２９年度)

健 康 診 断 の 種 別 実施時期 受診者数

定期健康診断
知事部局、行政委員会等 ６～８月 ３,７７９人
企業局 ７～８月 １０３人
病院局 ６～８月 ６６０人
教育庁、県立学校 ６～11月 ３,３８６人
警察本部 ４～６月 ２,３７６人

特別健康診断
知事部局、行政委員会等 ６～３月 ２,４６０人

(ＶＤＴ、船員、放射線業務従事者、有機溶剤取扱業務従事者 等)

企業局 ４～１月 １２０人
(交替制勤務職員、ＶＤＴ 等)

病院局 ５～12月 ７４９人
(特定業務従事者、電離放射線業務従事者、有機溶剤取扱業務従事者 等)

教育庁、県立学校 ６～７月 ４９０人
(ＶＤＴ、電離放射線業務従事者、有機溶剤取扱業務従事者 等)

警察本部 ５～３月 ９０２人
(白バイ・パトカー乗務員、ＶＤＴ、有機溶剤取扱業務従事者 等)

(注)特別健康診断の受診者数は、延べ数で計上しています。

(２)職員の安全衛生管理の実施状況(平成２９年度)

実 施 事 項

総括安全衛生委員会の開催(各任命権者毎)
安全・衛生委員会の開催(50人以上の所属)
地区安全衛生協議会等の開催(知事部局)
職場巡視の実施
職場環境整備の実施
受動喫煙防止対策の実施
安全管理者、衛生管理者の養成

(３)職員住宅の設置状況(平成３０年４月１日現在)

部 局 名 設置棟数(戸数)
知 事 部 局 ３０棟(６１０戸)
企 業 局 ２棟( ２５戸)
病 院 局 ２棟( ６４戸)
教 育 庁 ２６棟(３１７戸)
警 察 本 部 ５０棟(５２７戸)
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２．公務災害補償制度

地方公務員災害補償法により、職員が公務上または通勤途上において負傷、疾病、死亡等の災害
を受けた場合に、その損害に対して補償が行われます。

平成２９年度における地方公務員災害補償基金大分県支部の認定状況等は、以下のとおりです。

(単位：件)
認 定 件 数

区 分 受理件数 取 下
公 務 上 公 務 外 計

２１０ ２２０ ６ ２２６ １
公務災害

(１３６) (１４１) (３) (１４４) (０)
１０ １２ ０ １２ ０

通勤災害
( ４) ( ６) (０) ( ６) (０)

(注)括弧書きは、市町村職員分を控除した県職員のみの件数で、内数として再掲しています。

また、認定件数には、前年度からの繰越に係るものを含みます。

３．公益通報制度

職員の法令遵守の確保を図るため、平成１８年４月１日から公益通報制度を実施しています。
これは、職務上の法令違反等の行為について、内部通報を行った職員が不利な取扱を受けないよ

う保護する制度です。
なお、平成２９年度の通報件数は、以下のとおりです。

部 局 名 公益通報件数
知 事 部 局 ０ 件
企 業 局 ０ 件
病 院 局 ０ 件
教 育 庁 ０ 件
警 察 本 部 ０ 件
行 政 委員 会 ０ 件
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大分県人事委員会の

業 務 の 状 況



Ⅰ 職員の競争試験及び選考の状況

１ 採用の概況

（１）採用試験

職員の採用は、原則として、競争試験によるものとされている。

平成29年度に実施した各種採用試験の試験日、受験資格等は表１のとおりであり、申込

者数、競争率等は表２のとおりである。

（２）採用選考

職員の採用は原則として競争試験によるものとされているが、その職の特殊性及び公募

の困難性等から競争試験を行っても必ずしも適格者が得られない場合には、選考により採

用を行うことができることになっている。

選考により採用できる職は、職員の任用に関する規則（昭和32年大分県人事委員会規則

第11号）第14条に定められており、選考の方法は、資格免許の有無の判定、経歴の評定の

ほか、必要に応じ筆記試験・面接試験等の併用によって実施している。

行政職係長級以上の職等同規則に定める職以外の職は、人事委員会による選考職の承認

が必要であり、平成29年度は、獣医師や児童自立支援専門員等の14職種（包括承認を含む。）

について選考職の承認を行った。そのうち、獣医師や薬剤師等の８職種については任命権

者による選考考査が実施され、身体障がい者を対象とした３職種や職業訓練指導員等の３

職種については人事委員会が選考考査を実施した。

採用選考の実施状況は、表３のとおりである。
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表１ 各種採用試験の日程等

試験の種類
試 験 日

受 験 資 格
採用候補者名簿

第１次試験 第 ２ 次 試 験 確 定 年 月 日
上級

平29.7.11～12 昭63.4.2から平8.4.1までに生まれた者
職 員 採 用 論文・専門記述・ （平8.4.2以降に生まれた者で大卒・卒

適性 見の者を含む。）
上 級 試 験 平29.6.25 医療Ⅰ 平29.8.17
医療免許資格職試験Ⅰ (日) 平29.7.19～8.9 保健師：

(面接・集団討論) 昭58.4.2から平9.4.1までに生まれた者
※ その他試験区分ごとに、資格・免許等の

受験資格を要するものがある。
行政、林業

平29.9.24 平29.11.11～12 昭55.4.2から昭63.4.1までに生まれた者 平29.11.21
職 員 採 用 （日) (面接・集団討論)

上 級 試 験 総合土木
(社会人経験者) 平30.1.28 平30.3.4 昭55.4.2から昭63.4.1までに生まれた者 平30.3.7

（日) (面接・集団討論)
中級

平29.10.11 平2.4.2から平10.4.1までに生まれた者
作文・専門記述・ 初級

職 員 採 用 適性 平8.4.2から平12.4.1までに生まれた者
（大学卒・卒見の者は含まない。）

中 級 試 験 平29.9.24 平29.10.18～21 医療Ⅱ 平29.11.7
初 級 試 験 (日) (面接) 診療放射線技師、臨床検査技師：
医療免許資格職試験Ⅱ 昭63.4.2から平9.4.1までに生まれた者

学校栄養職員：
平2.4.2から平10.4.1までに生まれた者

※ その他試験区分ごとに、免許等の受験
資格を要するものがある。

平29.6.11 昭59.4.2以降に生まれた男性で、大学卒
適性・論文・ （卒見）の者

警 察 官 Ａ 体力試験Ⅱ
採 用 試 験 平29.6.27,28,30,

7.1,2
平29.5.21 (面接・集団討論)

平29.7.18
(日) 平29.6.11 昭59.4.2以降に生まれた女性で、大学卒

警 察 官 Ａ 適性・論文・ （卒見）の者
（ 女 性 ） 体力試験Ⅱ
採 用 試 験 平29.6.27,28,30

(面接・集団討論)
昭59.4.2以降に生まれた男性で、大学卒

警 察 官 Ａ （卒見）の者
採 用 試 験 平29.11.11
(チャレンジ枠) 適性・

平29.10.15 体力試験Ⅱ
平29.12.20

(日) 平29.11.25 昭59.4.2以降に生まれた女性で、大学卒
警 察 官 Ａ (面接・集団討論) （卒見）の者
（ 女 性 ）
採 用 試 験
(チャレンジ枠)

平29.11.11 昭61.4.2から平12.4.1までに生まれた男
適性・作文・ 性で、大学卒（卒見）以外の者

警 察 官 Ｂ 体力試験Ⅱ
採 用 試 験 平29.11.26,28,29

平29.10.15 (面接)
平29.12.20(日) 平29.11.11 昭61.4.2から平12.4.1までに生まれた女

警 察 官 Ｂ 適性・作文・ 性で、大学卒（卒見）以外の者
（ 女 性 ） 体力試験Ⅱ
採 用 試 験 平29.11.26,28,29

(面接)
平29.10.15 一般事務、教育事務、警察事務

職 員 採 用 平29.10.15 (作文・適性) 昭63.4.2から平12.4.1までに生まれた者 平29.11.22
身体障がい者対象選考 (日) 平29.11.15 最終合格発表

(面接) ※ その他身障手帳の所持など条件有り。
(注) 受験資格は、主なものだけを掲載している。
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表2　各種採用試験の実施状況

年度

項目

種
類

試験区分

555 419 69 6.1 65 523 436 56 7.8 40 480 399 67 6.0 44
194 144 30 29 199 173 31 21 165 145 24 16
226 166 12 13.8 12 232 179 9 19.9 8 304 196 5 39.2 3

65 55 3 3 59 48 5 5 72 47 1 1
141 113 20 5.7 19 114 92 16 5.8 14 93 76 14 5.4 14

55 43 9 9 52 42 10 9 39 31 9 9
58 39 6 6.5 5 39 34 2 17.0 2 56 43 7 6.1 7
35 25 5 4 23 19 2 2 27 22 6 6

  15 13 4 3.3 4
12 11 4 4

45 35 2 17.5 2 33 31 2 15.5 2 32 28 2 14.0 1
35 27 2 2 25 23 2 2 24 20 2 1
11 6 1 6.0 1 18 15 3 5.0 3 21 15 5 3.0 5

2 1 1 1 6 6 1 1 4 3 0 0
22 16 2 8.0 2 27 20 2 10.0 2 12 9 2 4.5 2

5 5 1 1 8 5 0 0 2 2 0 0
52 47 10 4.7 9 37 28 13 2.2 12 35 28 12 2.3 12
24 23 6 6 10 9 5 5 12 9 5 5
16 13 4 3.3 4 12 9 4 2.3 4 10 7 3 2.3 3

5 5 3 3 7 4 1 1 4 1 1 1
30 15 5 3.0 4 18 8 4 2.0 4 29 18 7 2.6 7
10 5 2 2 3 2 1 1 8 5 3 3
13 8 2 4.0 2 11 8 2 4.0 1 14 11 2 5.5 2

1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0
29 22 6 3.7 6 24 16 4 4.0 4 10 8 1 8.0 1

7 6 3 3 4 3 1 1 1 0 0 0
45 33 16 2.1 14 35 31 15 2.1 11 51 36 15 2.4 14

7 5 3 2 6 6 3 2 7 4 2 2
  25 20 2 10.0 2

2 1 1 1
  9 6 1 6.0 1

0 0 0 0
19 12 1 12.0 1 13 8 1 8.0 1 16 11 3 3.7 3

0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0
  7 3 1 3.0 1

1 0 0 0
1,262 944 156 6.1 146 1,136 915 133 6.9 108 1,219 927 153 6.1 126

445 344 68 65 403 340 62 50 382 303 58 49
7 4 1 4.0 1 4 4 1 4.0 1 6 6 2 3.0 2
2 2 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0
7 4 1 4.0 1 4 4 1 4.0 1 6 6 2 3.0 2
2 2 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0

178 154 13 11.8 10 149 118 10 11.8 8 144 123 12 10.3 10
64 56 8 7 53 45 6 4 47 44 4 3
49 41 5 8.2 4 46 37 4 9.3 4 41 30 3 10.0 3
17 14 2 1 13 11 2 2 15 13 1 1
56 45 4 11.3 4 40 32 2 16.0 2 48 41 4 10.3 2
35 26 2 2 26 23 0 0 34 28 3 1
16 14 2 7.0 2 9 9 2 4.5 2 16 8 2 4.0 2

1 1 0 0 1 1 0 0 2 0 0 0
11 10 2 5.0 1 11 10 3 3.3 3 14 13 4 3.3 2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
  6 5 1 5.0 1

0 0 0 0
310 264 26 10.2 21 255 206 21 9.8 19 269 220 26 8.5 20
117 97 12 10 93 80 8 6 98 85 8 5

(注)  各項目中、下段は女性の内数。

総 合 土 木
（社会人経験者）

2

1

2

156

1

12

24

3

4

2

1

3

1

3

7

2

1

18

1

5

2

12

67

5

14

7

4

2

２９

採

用

予

定
者

数

申

込

者

数

受

験

者

数

Ａ

合

格

者

数

Ｂ

競

争

率

Ａ

Ｂ

採

用

者

数

林 業
（社会人経験者）

2

2

2

2

20

1

1

10

4

1

135

4

4

4

16

3

2

14

56

9

16

2

2

２８

採

用

予

定
者

数

申

込

者

数

受

験

者

数

Ａ

合

格

者

数

Ｂ

競

争
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電 気

教 育 事 務

教 育 事 務
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心 理

化 学

計

林 業

電 気

畜 産

水 産
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中
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計
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計
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年度

項目

種
類

試験区分

6 3 2 1.5 2 10 7 3 2.3 2  

2 1 1 1 6 4 2 2

53 45 1 45.0 1 47 43 1 43.0 1  

51 43 1 1 44 40 1 1

31 23 3 7.7 3 23 21 5 4.2 3 21 20 5 4.0 2

26 19 3 3 20 19 5 3 21 20 5 2

90 71 6 11.8 6 80 71 9 7.9 6 21 20 5 4.0 2

79 63 5 5 70 63 8 6 21 20 5 2

18 15 3 5.0 3  9 8 1 8.0 1

2 1 0 0 3 3 0 0

25 23 2 11.5 2  37 34 3 11.3 3

16 15 1 1 26 23 2 2

36 35 1 35.0 1 28 26 1 26.0 1 50 45 3 15.0 3

35 34 1 1 27 25 1 1 49 44 3 3

79 73 6 12.2 6 28 26 1 26.0 1 96 87 7 12.4 7

53 50 2 2 27 25 1 1 78 70 5 5

1,748 1,356 195 7.0 180 1,503 1,222 165 7.4 135 1,611 1,260 193 6.5 157

696 556 87 82 594 509 80 64 579 478 76 61
(注)  各項目中、下段は女性の内数。

年度

項目

種
類

試験区分

警 察 官 Ａ 409 307 56 5.5 36 376 305 57 5.4 30 452 361 49 7.4 25
( 一 般 )

警 察 官 Ａ 90 65 8 8.1 6 94 67 8 8.4 5 122 92 10 9.2 5
（ 女 性 ・ 一 般 ） 90 65 8 6 94 67 8 5 122 92 10 5
警 察 官 Ａ    
( 一 般 ・ 第 ２ 回 )

警 察 官 Ａ    
（ 女 性 ・ 一 般 ・ 第 ２ 回 ）

警 察 官 Ａ 137 86 9 9.6 8 73 45 9 5.0 8 82 46 7 6.6 7
（チャレンジ枠）

警 察 官 Ａ 30 16 2 8.0 2 15 9 2 4.5 2 22 12 3 4.0 3
（女性・チャレンジ枠） 30 16 2 2 15 9 2 2 22 12 3 3
警 察 官 Ｂ 288 208 30 6.9 25 230 172 33 5.2 27 152 84 26 3.2 23
（ 一 般 ）

警 察 官 Ｂ 103 73 7 10.4 7 74 64 7 9.1 7 56 39 10 3.9 10
( 女 性 ・ 一 般 ） 103 73 7 7 74 64 7 7 56 39 10 10

1,057 755 112 6.7 84 862 662 116 5.7 79 886 634 105 6.0 73

223 154 17 15 183 140 17 14 200 143 23 18

2,805 2,111 307 6.9 264 2,365 1,884 281 6.7 214 2,497 1,894 298 6.4 230

919 710 104 97 777 649 97 78 779 621 99 79
(注)  各項目中、下段は女性の内数。
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○採用選考考査実施状況

年度

項目

種
類

試験区分

9 8 2 4.0 2 10 8 2 4.0 2 10 4 0  0
5 5 1 1 6 5 1 1 3 2 0 0
9 8 1 8.0 1 9 7 1 7.0 0 8 3 1 3.0 1
5 5 0 0 6 5 1 0 3 2 1 1

  7 3 0  0
3 2 0 0

 1 1 0   
0 0 0

 4 3 2 1.5 0  
0 0 0

 4 4 2 2.0 2  
1 1 0 0

 1 1 1 1.0 1  
0 0 0 0

  2 2 1 2.0 1
1 1 1 1

3 3 1 3.0 1 2 2 1 2.0 1  
0 0 0 0 0 0 0 0
8 7 2 3.5 2 15 12 3 4.0 3 10 9 3 3.0 3
3 3 1 1 5 4 0 0 4 4 2 2

  2 1 0  0
2 1 0 0

  30 19 6 3.2 6
26 16 5 5

5 5 1 5.0 1   
0 0 0 0
3 3 1 3.0 1   
0 0 0 0
4 4 1 4.0 1   
0 0 0 0
1 1 0  6 5 1 5.0 1  
1 1 0 1 1 0 0

 5 5 1 5.0 1  
0 0 0 0

(注)  各項目中、下段は女性の内数。  
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　表３　採用選考の実施状況

任命権者

職種　　　　   年 度 27 28 29 27 28 29 27 28 29 27 28 29 27 28 29

部 長 級 2 1 1 2 1 1

事 次 長 級 1 1 1 1

課 長 級 2 1 1 3 3 1 3

課 長 補 佐 級 1 1 1 1

務 係 長 級 1 1

主 任 ・ 主 事 級 1 1 1 1 1 1

2 2 1 1 3 2 1

3 2 3 2

2 3 3 2 3 3

3 1 3 3 1 3

1 1 1 1 1 1

1 1

4 11 5 4 11 5

1 1

2 3 1 2 3 1

3 1 3 1

2 3 26 17 20 26 19 23

1 1 1 1

11 24 27 11 24 27

1 6 1 6

1 1 2 1 1 3 2 1

1 1

1 1

1 1

1 2 1 2

20 24 20 20 24 20

1 3 3 1 3 3

1 1

1 1

1 1

25 33 30 6 4 6 21 27 23 37 45 48 89 109 107

知　　事 教育委員会 警察本部長 病院局長 合　　計

身 体 障 が い 者 ( 事 務 )

児 童 自 立 支 援 専 門 員

土 木

畜 産

林 業

獣 医 師

職 業 訓 練 指 導 員

研 究 員

医 師

薬 剤 師

助 産 師

看 護 師

保 健 師

海 事

消 防

任 期 付 職 員 （ 海 事 ）

医療ソーシャルワーカー

埋 蔵 文 化 財

公 安

学 芸 員

臨 床 工 学 技 士

作 業 療 法 士

計

任 期 付 職 員 ( 事 務 )

技 術

診 療 情 報 管 理 士
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Ⅱ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

人事委員会は、地方公務員法の定めにより、給与、勤務時間その他の勤務条件等に関する

制度について絶えず研究を行い、給料表の適否について、毎年少なくとも１回、県議会及び

知事に報告するとともに、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し講ずべき措置について、

随時、県議会及び知事に勧告することができることとなっている。

このため、本委員会は、昭和27年以来、毎年県内の民間事業所の給与実態を調査し、職員

の給与との比較を行うとともに、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員給与やその他

の事情をも考慮して、一般職の職員の給与等に関する報告を行い、必要に応じて勧告を行っ

てきている。

本委員会が、以上の報告及び勧告の基礎資料を得るために平成29年に実施した調査の主な

ものは、次の表のとおりである。

給与等に関する報告及び勧告に関連する調査一覧

調 査 区 分 内 容

職 員 給 与 等
一般職の職員15,453人について給料、諸手当の支給状況等を調査

実 態 調 査

人事院と共同して民間の146事業所の従業員の給料、諸手当、初任給

及び給与改定の状況等を調査
職種別民間給与

○調査事業所 … 企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上
実 態 調 査

○調査職種 …… 76職種（行政職相当職種22職種、その他職種54職種）

○調査実人員 … 5,104人（初任給関係263人、初任給関係以外の調査職

種4,841人）

国及び他の都道府県
人事院勧告並びに国及び他の都道府県の給与制度等を調査

職員の給与関係

生計費等の調査 生計費及び消費者物価指数等の調査

このような調査結果を踏まえ、本委員会は、平成29年10月６日、県議会及び知事に対し、

一般職の職員の給与等に関する報告及び勧告を行ったが、その概要は次のとおりである。

なお、職員の給与等に関する報告及び勧告並びにその参考資料は、大分県ホームページに

掲載している（ホームページのアドレスは、http://www.pref.oita.jp/soshiki/22000/29kan

koku.html）。
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平成２９年 職員の給与等に関する報告及び勧告の概要

平成29年10月６日

大分県人事委員会

〈 本年の給与勧告のポイント 〉

月例給、期末・勤勉手当ともに引上げ

１ 月例給の引上げ（0.24％）

・給料表について人事院勧告に準じて改定

・扶養手当の経過措置額について所要の改定

２ 期末・勤勉手当の引上げ（0.1月）

１ 人事委員会勧告制度の基本的な考え方

本委員会は、職員の給与等について、地方公務員法の趣旨を踏まえ、国及び他の地方公共団体

の職員の給与、民間の給与、その他の事情を考慮して報告及び勧告を実施

２ 職員給与と民間給与との比較

企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の県内民間事業所428のうちから無作為に146事

業所を抽出し、本年４月分の給与等を実地調査

(1) 月例給

民間の事務・技術関係職種の従業員の給与と本県の行政職給料表適用職員の給与について、

主な給与決定要素である役職段階・学歴・年齢の同じ者同士をラスパイレス方式により比較

民 間 給 与 (Ａ) 職 員 給 与 (Ｂ) 較 差 (Ａ)－(Ｂ)

362,918円 362,063円 855円（0.24％）

(注) 民間、職員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない（比較対象職員の平均年齢

は、43.3歳）。

(2) 特別給（期末・勤勉手当）

昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の特別給の支給実績（支給割合）と職員の年

間の期末・勤勉手当の支給月数を比較

民間の年間支給割合 (Ａ) 職員の年間支給月数 (Ｂ) 差 (Ａ)－(Ｂ)

4.38月 4.30月 0.08月

３ 本年の給与改定

(1) 月例給

ア 給料表

国家公務員の俸給表の改定に関する人事院勧告に準じて改定

（若年層に重点を置いた引上げ改定。初任給を1,000円程度引上げ）

イ 初任給調整手当

医師に対する手当について、人事院勧告に準じて所要の改定

ウ 扶養手当

アの改定を行っても民間給与との較差がなお残ることから、平成29年４月１日から平成30

年３月31日までの間の経過措置額について、所要の改定
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(2) 期末・勤勉手当

年間支給月数の引上げ 4.30月分 →4.40月分（＋0.1月分）

引上げ分は勤勉手当に配分

（一般の職員の場合の支給月数）

６月期 12月期

29年度 期末手当 1.225月（支給済み） 1.375月（改定なし）

勤勉手当 0.85 月（支給済み） 0.95 月（現行0.85月）

30年度以降 期末手当 1.225月 1.375月

勤勉手当 0.9 月 0.9 月

(3) 実施時期

月例給、扶養手当 平成29年４月１日

期末・勤勉手当 平成29年12月１日

【参考】勧告による本年の職員給与の改定例（行政職 平均年齢42.7歳）

○平均給与月額

現 行 改 定 後 改定額 改定額の内訳

850円 給 料 474円（0.13％）
357,296円 358,146円

（0.24％） 扶養手当 374円（0.10％）
はね返り分 2円（0.00％）

(注)１ 「はね返り分」とは、給料等の一定割合で手当額が定められている地域手当のように、
給料等の改定に伴い手当額が増減する分をいう。

２ 改定率は、各項目ごとに小数点以下第３位を四捨五入しているため、全体と内訳の計
は一致しない場合がある。

３ 扶養手当の改定額は、手当制度見直しの趣旨や少子化対策の観点から子に係る扶養手
当を500円引き上げた場合(7,000円→7,500円）の試算値である。

○平均年間給与

現 行 改 定 後 改 定 額

5,851,000円 5,900,000円 49,000円（0.8％）

(注) 子に係る扶養手当を500円引き上げた場合（7,000円→7,500円）の試算値である。

４ 公務運営の改善に関する課題

長時間労働の是正、ワーク・ライフ・バランスの推進等の働き方改革によって、人材の確保と

ともに、全ての職員が十分に能力発揮できるようにすることが極めて重要。公務運営の改善に関

する課題について解決に向けた取組を進めるとともに、採用から退職に至るまでの人事管理全般

の在り方について、中・長期的な視点を踏まえて検討を行うことが肝要

(1) 能力・実績に基づく人事管理の推進

人事評価を行う評価者に対する研修の充実などにより、客観的で公平性や透明性が高く、納

得性のある人事評価制度の確立に向けて努力するとともに、職員の勤務時間の長短にとらわれ

ず、業務の遂行状況等を適切に把握し、能力・実績を適正に評価していくことが必要

(2) 人材の確保と活用

○多様で有為な人材の確保

引き続き、優れた資質・能力を持った多様で有為な人材を幅広く積極的に確保するため、
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採用試験の見直しなどを推進

○政策県庁を担う人材の育成

職場研修（ＯＪＴ）や職場を離れての研修（Ｏｆｆ－ＪＴ）を通じた職員の育成に努めて

いくことと併せて、人事評価制度を活用し職員が意欲と志を持って職務に従事し高い成果を

挙げられるよう、各職員の能力開発や専門性の向上を図っていくことが必要

○女性職員のキャリア形成・登用

引き続き、女性職員が活躍できる環境整備に努めるとともに、女性職員のキャリア形成・

登用を更に積極的に行い、県の施策・方針決定過程への参画をより一層促進することが必要

(3) 働き方改革と勤務環境の整備

○長時間労働の是正

組織全体として業務量削減や事務事業の見直しに取り組んだ上で、業務量に応じた適正な

職員配置に努めるとともに、時間外勤務に対する意識改革を含めた業務の合理化・効率化を、

強い取組姿勢を持って行うことが必要

年次有給休暇の取得しやすい環境をより一層整備し、引き続き計画的・連続的使用の促進

に努めることが必要

○学校現場における教職員の負担軽減

文部科学省の通知では、教員の長時間勤務について看過できない深刻な状況にあるとされ

ており、市町村教育委員会とも連携しながら、教職員の負担軽減に積極的に取り組んでいく

ことが必要

○仕事と家庭の両立支援

女性、男性を問わず、育児・介護を行う職員が仕事と家庭の両立を図ることができるよう、

職員全員がワーク・ライフ・バランスの大切さを認識し、職場全体で支援する勤務環境づく

りに更に努めることが必要

○非常勤職員等の勤務環境の整備

改正地方公務員法の趣旨を踏まえ、非常勤職員等が十分に能力を発揮できるよう適正な任

用・勤務条件等を確保することが必要

(4) 職員の健康管理

厚生労働省が定めたガイドラインに基づき適切な方法により職員の勤務実態を把握し、長時

間勤務を行った職員に対して産業医による面談などの措置を講じることが必要

(5) ハラスメントの防止

パワハラ等のハラスメントについて、引き続き発生防止と排除のための取組を進めるととも

に、性的指向や性自認をからかう言動もセクハラに該当する旨周知を図ることが必要

(6) 公務員倫理の保持

職員は高い倫理観・使命感を保持し、公務の公正かつ効率的な執行に努め、県民の信頼と期

待に応えていくことが肝要

(7) 高齢層職員の能力及び経験の活用

再任用職員の職域開拓を一層進めるとともに、長年培ってきた能力と経験を十分に発揮でき

る人事管理及び再任用制度となるよう取り組むとともに、定年の引上げについては、国の動向

を注視し、組織活力を維持するための方策について検討を進めることが必要
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最近の給与勧告と実施状況

勧 告 実 施

年 公民較差額 給与改定額
勧告日 実施時期 内 容 実施時期

（較差率） （改定率）

182円
－ －

20 10.9 (0.05％) 勧告どおり 勧告どおり

教育職給料表の級の新設 H21.4.1

△808円 △712円

(△0.21％) (△0.18％)
21 10.5 H21.12.1 勧告どおり 勧告どおり

給料表の引下げ

期末・勤勉手当の引下げ（0.35月）

△582円 △617円

(△0.15％) (△0.16％)
22 10.5 H22.12.1 勧告どおり 勧告どおり

給料表の引下げ
自宅に係る住居手当の引下げ
期末・勤勉手当の引下げ（0.20月）

△158円 △1,057円

23 11.2 (△0.04％) (△0.28％) H24.3.1 勧告どおり 勧告どおり

給料表の引下げ

201円
－ H26.1.1

24 10.2 (0.05％) H25.1.1 勧告どおり
（国準拠）

高齢層職員の昇給制度の見直し

△156円25 10.2 － － － －
（△0.04％）

999円 936円

（0.27％） （0.26％） H26.4.1

26 10.9 給料表の引上げ 勧告どおり 勧告どおり

期末・勤勉手当の引上げ（0.15月） H26.12.1

国家公務員の給与制度の総合的見 H27.4.1
直しに準じた給与改定

1,959円 472円

27 10.7
（0.53%) （0.13%) H27.4.1 勧告どおり 勧告どおり

給料表の引上げ

期末・勤勉手当の引上げ（0.1月） H27.12.1

692円 521円

(0.19％) (0.15％) H28.4.1

28 10.6 給料表の引上げ 勧告どおり 勧告どおり
期末・勤勉手当の引上げ（0.1月） H28.12.1

配偶者等に係る扶養手当の改定 H29.4.1

855円 850円

(0.24％) (0.24％) H29.4.1

29 10.6 給料表の引上げ 勧告どおり 勧告どおり
期末・勤勉手当の引上げ（0.1月） H29.12.1

扶養手当の経過措置額の改定 H29.4.1
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Ⅲ 職員の勤務条件に関する措置の要求の状況

職員は、給与、勤務時間、その他の勤務条件に関し、人事委員会に対して、地方公共団体

の当局により適当な措置が執られるべきことを要求することができる（地方公務員法第46

条）。

これは、地方公務員法によって労働協約や争議行為等の手段で自己の勤務条件の改善を図

る途が制限されている職員について、適正な勤務条件を確保し、その利益を保護しようとす

る制度の一つである。

平成29年度に当委員会が受理した事案は、ない。

平成28年 平成29年 平成29年度処理件数 平成29年

区 分 度末未処 度措置要 取下げ 却 下 判 定 度末未処

理件数 求件数 理件数

知事部局 0 0 0 0 0 0

教育委員会 0 0 0 0 0 0

県警本部 0 0 0 0 0 0

その他の任

命権者部局 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0

Ⅳ 職員に対する不利益処分に関する審査請求の状況

職員は、任命権者によって懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けたときは、人事

委員会に対してのみ行政不服審査法（平成26年法律第68号）による審査請求をすることがで

きる（地方公務員法第49条の２）。

人事委員会は、審査請求を受理したときは、その事案について審査を行い、その処分を承

認し、修正し、又は取り消し、及び必要がある場合においては、任命権者にその職員がその

処分によって受けた不当な取扱いを是正するための指示をしなければならないこととされて

いる（地方公務員法第50条）。

平成29年度に当委員会が受理した事案は、ない。

平成28年 平成29年 平成29年度処理件数 平成28年

区 分 度末未処 度審査請 取下げ 却 下 判 定 度末未処

理件数 求件数 理件数

知事部局 93 0 0 0 0 93

教育委員会 29,729 0 0 0 0 29,729

県警本部 0 0 0 0 0 0

その他の任

命権者部局 0 0 0 0 0 0

計 29,822 0 0 0 0 29,822

（注） 件数は、審査請求をした職員１人をもって１件として数えている。
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【 お問い合わせ先 】

大分県 総務部 人事課 人事制度班

〒870-8501 大分市大手町３丁目１番１号

電 話：097(506)2312 (ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)

E-mail：a11200@pref.oita.lg.jp

大分県人事委員会事務局 公務員課 試験・審査班

〒870-0022 大分市大手町２丁目３番１２号

電 話：097(506)5211 (ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)

E-mail：a22000@pref.oita.lg.jp


